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２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

１　前年度指摘事項等に対する措置等

指　摘　事　項 措置てん末
「雇用の質」の確保について
「雇用創造1万人プロジェクト」は平成２５年
度末で進捗率８５．４%で、うち正規雇用約７
割、非正規雇用約３割の実績を達成してい
ます。
しかしながら、平成２５年度の鳥取県の正規
雇用の有効求人倍率は０．４３倍と低い状
態であり、更なる「雇用の質」の向上に向け
ての取組みが必要です。
まず、「鳥取県企業立地等事業補助金」は、
正規雇用の促進に着目した制度に改善す
べきであります。
「鳥取県技術人材バンク運営事業」は、求職
登録が２０７名、求人登録が１６６名あるも
のの、正規雇用は１０名に留まっているた
め、その原因を解明し対策を行うことによっ
て正規雇用の道を切り開くべきであります。
「企業立地等事業による新規雇用者研修費
補助金」は、現在補助対象外となっている新
規雇用５０人未満の中小企業も対象とし、地
元中小企業の正規雇用拡大を促進すべき
であります。
「鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事
業」は、プロジェクトへの参加企業による新
規雇用者数３０７名のうち正規雇用は１５５
名であり、目的とする「良質な１，０００人雇
用の創造」に向け、未実施となっている求職
者メニューの開発や、「鳥取県技術人材バ
ンク」求職登録者の活用等で、更なる正規
雇用創造に努めるべきであります。

　「鳥取県企業立地等事業補助金」においては、「著しい雇用増」「特に著し
い雇用増」に対する補助率加算を見直し、新規雇用のうち正規雇用が５割
以上となる場合のみに適用することとした。
　また、情報通信関連雇用事業においては、新規非正規雇用者数に応じ
て支給する大量雇用創出奨励金の額を１人当たり７０万円から５０万円に
引き下げるとともに、支給者総数を新規正規雇用者数と同数までに制限
し、正規雇用を強力に促進した。
「鳥取県技術人材バンク運営事業」については、平成２５年度から新たに
取り組んだところであり、今後は求職者のスキル・ニーズに沿った個別の
求人開拓、求職者のスキルアップへのきめ細やかな支援に加え、登録求
人対象に技術系以外の職種を追加するとともに、都市部の人材の県内移
転及び正規雇用を促進する「とっとりＩＪＵターン就業助成金」の活用を図る
ことで、正規雇用マッチング件数の増加を図っている。
「企業立地等事業による新規雇用者研修費補助金」については、新規雇
用５０人未満の中小企業も対象とするよう見直すとともに、新規非正規雇
用者への適用を新規正規雇用者数と同数までに制限し、正規雇用の促進
を図っている。
「鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業」については、本来の在職者
向け訓練のメニューに加えて、電機・電子企業のニーズによる就業に直結
する研修など、求職者向けの正規雇用に結び付く研修を充実させる予定
であり、その際には鳥取県技術人材バンク求職登録者にタイムリーに情報
提供していくこととしている。

雇用のミスマッチによる人材不足について
　本県の有効求人倍率は概ね0.9倍台で推
移しており、数値上の雇用は充足されつつ
あるが、実際には「建設・土木」「医療・福
祉」分野では人材不足、「一般事務」分野で
は求人不足の状態となった、いわゆる「雇用
のミスマッチ」が発生している。
このうち、「建設・土木」「医療・福祉」分野が
人材不足となっている要因としては、経営環
境が厳しいためになかなか人材を育成でき
ないことや、職場環境が非常に厳しいため、
離職率が高いといったことが挙げられる。
　よって、労働環境の改善と合わせた人材
確保対策が必要であることから、現在、企
業の処遇改善に向けた取組を支援する「人
づくりによる経済成長戦略推進事業」が実
施されているが、この事業は鳥取県緊急雇
用創出事業臨時特例基金を財源としている
ため、平成２６年度で終期を迎える。このた
め、平成２７年度以降も継続して企業が処
遇改善に取り組めるよう、引き続き支援策を
講じるとともに、県庁内の各部局に奨励し、
事業活用を促進すべきである。
　また、職業訓練メニューもニーズに応じた
改善や在職者訓練の拡充を図り、雇用のミ
スマッチ解消と正規雇用拡大につなげるよ
う努めるべきである。

「雇用のミスマッチ」対策として実施している「人づくりによる経済成長戦略
推進事業」は平成２６年度で終了するが、２６年度中に着手した事業は平
成２７年度末までの実施が可能であるため、引き続き当該事業を継続する
とともに、同じく緊急雇用基金を財源とする「雇用ミスマッチ解消処遇改善
支援事業」も実施し、介護や建設業、自動車運転業など人材不足業種企
業の処遇改善に向けた取組を支援する。
当該事業の実施に際し、県庁内の関係部局とも連携し、事業ＰＲ等を進め
ていく。
　なお、雇用ミスマッチの発生要因として、企業の処遇以外に求職者側の
職業意識によるところが大きい点を踏まえ、２７年度以降高校生向けの
キャリア教育や人材不足業種の魅力情報発信の充実を図るとともに、求
職者の意識が「建設・土木」「医療・福祉」などの人材不足業種へと向かう
よう個別キャリアコンサルティングの充実を図っていく。
　また、産業人材育成センターで実施する職業訓練については、ハロー
ワーク等関係機関と連携して求職者、求人企業のニーズに沿った内容に
見直し、雇用ミスマッチの解消と正規雇用拡大を強化する。
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３　組織及び業務調べ

４　職員の定員、現員調べ

（労働政策課）

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

9 9 0 0 0 0 9 9 局長含む

(1) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (1) (  ) 育児休業1

9 9 0 0 0 0 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 1 0 一般事務1

（就業支援課）

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

27.7.1
現在

26.4.1
現在

12 10 0 0 0 0 12 10

(1) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (1) (  ) 育児休業1

14 10 0 0 0 0 14 10

2 0 0 0 0 0 2 0 定数外1（鳥取銀行派遣1）

0 0 0 0 0 0 0 0

13 12 0 0 0 0 13 12

若年者就業支援員4（とっとり若者仕事ぷら
ざ）、就業支援員2（ふるさとハローワーク八
頭）、技術コーディネーター4、緊急雇用基金
コーディネーター2、一般事務1

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

労働政策課 －

・戦略産業雇用創造プロジェクトに関すること
・県立産業人材育成センターに関すること
・労働相談、職場の環境改善等労働福祉に関すること
・技能振興に関すること
・職業訓練等人材育成に関すること
・労働関係法令に関すること
・地域創生人材育成事業に関すること

就業支援課 －

・就業支援施策に関すること（若者、女性、中高年齢者、障がい者）
・ふるさとハローワークに関すること
・労働情勢、雇用失業情勢の把握に関すること
・求人開拓に関すること
・緊急雇用創出事業に関すること
・（公財）ふるさと鳥取県定住機構に関すること
・企業が求める人材の確保に関すること
・企業の再生支援に関すること
・技術人材バンクに関すること

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員
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５ 役付職員の調べ

（平成２７年８月１日現在）

年 月

1 雇用人材総室含め：0年4月

職　　　　　名 氏　　　　　　名

就業支援課長 小林　靖尚 0 1 雇用人材総室含め：2年4月

在職期間
備　　　　考

雇用人材局長 高橋　紀子 0

労働政策課課長補佐 中川　博丈 0 1 雇用人材総室含め：1年4月

労働政策課長 谷口　明美 0 1 雇用人材総室含め：1年4月

就業支援課課長補佐 馬田　徹 0 1

就業支援課参事 吉田　道生 0 1

就業支援課課長補佐 寺谷　直樹 0 1 雇用人材総室含め：1年11月

労働政策課課長補佐 小谷　博之 0 1 雇用人材総室含め：1年4月

就業支援課課長補佐 前田　透 0 1 雇用人材総室含め：0年4月

就業支援課課長補佐 幸山　敦 0 1 雇用人材総室含め：2年4月
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（ア）目的

（イ）事業の実施状況

　（１）地域マネジメント強化メニュー

　　　地域で雇用が創造されやすい環境を整えるため次の事業を実施。

　従来の製造部門に留まらず新産業展開のキーとなる最先端の技術を有するイノベー
ション型製造人材と海外展開を視野に入れたグローバル型製造人材の育成を柱とし、相
互連関の下に技術を有する総合的な産業人材の育成・強化を図り、もって、平成２７年度
末までに、県内の安定的で良質な１，０００人の雇用を創造をする。

事業名 内容 実施状況

有識者による企業の課題解決に向けた方策検討
会議

毎月第3水曜日

企業の技術力を評価する地域技術センサス調査
県内企業:20社
タイ企業:20社

６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

企業の課題把握のため、有識者による企業訪問 59社訪問

新たな事業展開(BtoCビジネスへの参入)を実践を
通じた人材育成により支援

11社参加

電子・電機ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ設置事業

電子･電機産業の企業内部強化に係るテーマ毎に
専門家による集合研修及びハンズオン型指導を実
施
＜５テーマ＞「①製品開発力」「②生産システム」
「③原価」「④品質」「⑤製造現場力」

参加企業数:
延べ106社

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰ･ｾﾝﾀｰ設置
事業

素形材技術に関する研修を実施
8研修実施
61社119名参加

素形材技術に係る相談会(企業訪問型)を実施 9社、25回

企業毎の技術課題に対応したハンズオン型の指導
を実施

9社24名指導

製造現場に必要な、現場スタッフ育成や現場リー
ダー育成、幹部育成の各コースに分けた研修を実
施

36講座実施
延べ355名参加

21社25名参加

素形材産業ｺﾝ
ｿｰｼｱﾑ設置事
業

３Ｄプリンタの見学と３Ｄプリンタの現状や将来性に
関する研修を実施

26社49名参加

産業技術センターとの連携による企業ニーズに
沿った技術研修を実施

11社15名参加

鳥取大学に委託し、５テーマについての講座を開
設
＜５テーマ＞
「①光・電子デバイス工学研究」「②酸化物エレクト
ロニクス研究」「③磁性材料工学研究」「④ニュー
ロ・インフォマティック研究」「⑤ビッグデータ情報研
究」

基礎講座:64回
応用講座:17回

鳥取県戦略産業雇用創造
プロジェクト事業費

決算額
　　507,865千円

（財源内訳）
　国庫支出金 400,918千円
　一般財源　　106,947千円
　その他　　　          0千円

○将来ビジョン
Ⅰ【ひらく】地域で・県外で・
国外で新時代に向かって
扉をひらく
（２）下請体質から「高付加
価値で打って出る産業」へ
転換し、新たなステージへ
チャレンジ

○政策項目
④-2 雇用創造１万人プロ
ジェクト

技術的能力評価を行うことができる「技術コーディ
ネーター」を大阪、東京に配置して、県内への就職
を希望する技術者を発掘・スカウト

獲得した人材は、「高度技術人材バンク」に登録
し、県内企業とのマッチングを実施

企業の海外展開に必要となる「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材」を育
成する研修等を実施

金属造形３Ｄプリンタを設置し、電子・電機コンソー
シアムの活動で使用

産業人材育成
拠点整備事業

技術コーディ
ネーター配置事
業

登録者数:386名
(内H26新規:179
名）

寄付講座開設
事業
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（２） 事業主向け雇用拡大メニュー

　　地域の雇用機会の拡大を図るため次の事業を実施。

（３） 求職者向け人材育成メニュー

　　求職者を雇用につなげるため次の事業を実施。

（１）参加企業数

（２）雇用者数

イ　平成26年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・企業の人材育成は、息の長い支援が必要となるため事業最終年度（平成27年度）に向
け事業継続について検討する必要がある。
・求職者向けメニューについて、企業ニーズに応じて６講座を実施し４名が県内企業へ就
職したが、就職に直結する求職者向けの研修の一層の実施が必要。

エ　課　題

　　なし（Ｈ２５～２７までの事業構想に基づいた事業）

ウ　成果

平成26年度 391 人 377 人 96.4%

平成25年度 221 人 265 人 119.9%

目標 成果 達成率

実施状況

本プロジェクト参加企業の求人ニーズに沿った研
修を実施
   Javaﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏ育成講座：5講座
   Rubyﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏ養成講座：1講座

6講座40名受講

成　　果 151社（電子電機75社、素形材56社、ICT20社）

目　　標 100社

事業名 内容

ﾆｰｽﾞに合わせ
たものづくり等
人材基礎研修
事業

事業名 内容 実施状況

高度ICT人材育
成事業

鳥取情報産業協会に委託し、高度ＩＣＴ人材育の研
修を実施

11講座
180名受講

平成27年度 388 人 － －

合計 1,000 人 642 人 －
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定員 修了者 就職者 就職率

    150      71       61 85.9%

30 8 5 62.5%
10 2 1 50.0%
10 5 5 100.0%
10 4 4 100.0%
50 22 22 100.0%
20 13 10 76.9%
20 17 14 82.4%

 1,090     803      626 78.0%

    525     236  - -

 1,765  1,110      687 78.6%

自動車整備科
設計・インテリア科

                  4
                  6
                  4
                 41
                 15

　雇用情勢は改善傾向にあるが、引き続き、雇用のセーフティネットとしての離職者訓練を維
持継続するとともに、県の産業構造の変化に対応しつつ、企業のニーズに対応した人材を育
成するため、新卒者・求職者及び離職者を対象とする職業訓練の実施に努める必要がある。

デザイン科

                 24

（参考）
平成２６年度入校・就職状況（平成２７年５月末現在） 　（単位：人）

コンピュータ制御科（専攻科）
コンピュータ制御科（１年制）

                 19

木造建築科

短期訓練
（在職者対象）

30科 318

合計 99科 1,299

短期訓練
（離職者対象）

62科 868

区    分 コース数 入校・進級者

長期訓練
（新卒者対象）

7科 113

土木システム科

・ポリテクセンター等と共同で、公共職業訓練を照会する合同企画の実施、各校のブログや
フェイスブックを解説する等、センターの周知に努めた。

・長期訓練（学卒者対象）修了者の就職率は、平成２７年５月末時点で８５．９％（昨年同月：９
２．９％）であった。

・委託による在職者訓練を実施したこと（3コース　定員45人、入校40人、修了35人）や、企業
側のニーズを踏まえ定員を拡充したことで、在職者の技能向上を図ることができた。

エ　課題 

・職業訓練託児支援事業では、訓練生53人に対し保育料の一部助成を行い、育児中の訓練
受講者のニーズに合わせた支援ができた。

・離職者訓練の就職率は平成２７年５月末時点で７８．０％（昨年同月：７５．４％）であった。

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

職業訓練事業費

決算額　309,517千円
   (財源内訳)
　   国庫支出金
    　   　 233,840千円
　   使用料及び手数料
   　      　 15,305千円
　　その他
　　　　　　　  297千円
  　 一般財源
   　   　　 60,075千円
　

　
○将来ビジョン
Ⅰ【ひらく】地域で・県外
で・国外で新時代に向
かって扉をひらく
　(３)就業を希望する人が
県内で「いきいきと働ける
就業環境」を整備

〇政策項目
④-2 雇用創造１万人プロ
ジェクト

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）目的
　新規学卒者、離職者等の職業能力開発を支援するため、職業訓練を実施する。

（イ）事業の実施状況
　県立産業人材育成センター倉吉校及び米子校において、新規学卒者、離職者等を対象とす
る職業訓練（施設内訓練及び委託訓練）を実施した。

・在職者訓練において、施設内訓練だけでなく外部への委託訓練を計画し、訓練の充実を図っ
た。

ウ　成果

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・平成２６年８月から、センターで実施する職業訓練の受講期間中に要した保育料について、
助成する事業を実施した。
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○鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金造成状況　（単位：千円）

○基金を活用した雇用創出人数　（延べ人数、単位：人）

○地域人づくり事業による処遇改善取組企業等数　（単位：社）

100 1 101

エ　課題

　本事業は平成２７年度で終了するが、「地域人づくり事業」による在職者の処遇改善につ
いては、事業終了後以降も目標達成状況をフォローしていくとともに、目標達成が困難な事
案については、課題の把握と解決に向けた支援を継続していく。

地域人づくり（雇
用拡大プロセス）

475 107 582

県 市町村 計

県 市町村 計

起業支援型地域
雇用創造事業

26 18 44

H26当初残高 積み立て 取り崩し H26末残高

1,966,833 5,272 1,170,207 801,898

事業費 １３４，４３６千円(事務経費を除く）

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
　実施事業の執行見込を随時把握し、基金の有効活用を図るとともに、「地域人づくり事業」
では、在職者の処遇改善を推進する事業が可能となったことから、関係部局や商工団体等
とも連携し、県内企業へ事業の積極的な活用を図った。

ウ　成果
　基金を活用することで、多くの雇用創出と処遇改善が図られた。

（２）処遇改善プロセス
事業内容 従業員の賃金向上や非正規社員の正社員化などの処

遇改善に向けた取組を事業者等に委託実施した。(市町
村へは10/10の補助金として交付)

事業要件 処遇改善を目指す企業は、「処遇改善計画」を策定

委託先事業者 １０１事業所

事業要件 ・雇用期間は１年以内（直接的な雇用を伴わない事業も
有り）
・雇用を伴う場合、事業費に占める人件費が1/2以上
・受託者は「人材育成・就業支援計画」を策定し、OJT、
0FF-JTを組み合わせた人材育成を実施

委託事業者数 ８８事業所

事業費 ４８４，６４３千円(事務経費を除く）

事業費 １８４，１３５千円(事務経費を除く)

　　②地域人づくり事業（平成２６～２７年度）
（１）雇用拡大プロセス
事業内容 未就職卒業者や、結婚・出産による離職から再就職を希

望する女性求職者等の失業者に対して、就業のための
人材育成を民間事業者へ委託実施した。(市町村へは
10/10の補助金として交付)

事業内容 地域の産業・雇用振興策に沿って安定的な雇用創出に
資する事業を民間事業者へ委託実施した。(市町村へは
10/10の補助金として交付)

事業要件 ・委託事業者は起業後10年以内の民間企業、NPO等
・事業費に占める新規雇用者人件費　1/2以上
・雇用期間は１年以内、事業終了後正規雇用場合、対
象従業員一人につき30万円支給

委託等事業者
数

６２事業所(事業委託及び一時金支給)

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

緊急雇用創出事業

決算額
　　1,190,649千円

（財源内訳）
　その他　1,175,525千円
　一般財源　 15,125千円

　

○将来ビジョン
１　ひらく
（３）いきいきと働ける
就業環境

○政策項目
－

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）目的
　鳥取県緊急雇用臨時特例基金を活用し、失業者に対する雇用機会の創出、地域の実情
に対応した「人づくり」による雇用の拡大、在職者の処遇改善に向けた取組を推進する。

（イ）事業の実施状況

　　①起業支援型地域雇用創造事業（平成２５～２６年度）
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名称

運営

利用
時間

地区

鳥取

倉吉

米子

計

エ　課　題

・女性がいきいと働き、能力を発揮し、女性の活躍の場を拡大するため、女性の就業支援や就労
環境の改善に向けた取組を支援していく必要がある。
・「レディーズ仕事ぷらざ」を開設してから１年が経過したことから、利用者や就業支援員の声を聞
きながらよりよい運営に努めるとともに、広報や関係機関との連携などにより、引き続き利用者数
及び就職者数の拡大を図る必要がある。

2,273人 607人 2,628人 333人 4人

945人 220人 838人 102人 2人

539人 221人 1004人 118人 1人

求人数 新規求職者数 延べ相談者数 就職者数
育休等代
替者数

789人 166人 786人 113人 1人

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・平成２６年度新規事業
・イオン米子駅前店４階には、従来から「ハローワーク米子・マザーズコーナー」「よなご若者仕
事ぷらざ」「よなご若者サポートステーション」が入居していたが、平成２７年３月から米子商工会
議所会館内に開設した「レディーズ仕事ぷらざ米子」及び米子駅前の貸しビル内で開設していた
「ミドル・シニア仕事ぷらざ米子」を移転集約し、求職者窓口のワンストップ化を図った。
・移転集約に伴い、「ハローワーク米子・マザーズコーナー（託児機能あり）」と「レディーズ仕事
ぷらざ米子」の一体的運営を行うことにより、育児中の女性に対するきめ細かな相談や利便性
の向上を図った。

ウ　成  果

　予約制を基本として、一人ひとりに時間をかけたきめ細やかな対応に対する利用者の評価は高
く、求職者の認知度も広がってきている。

（平成26年6月4日～平成27年3月31日）

マンパワーグループ㈱ ㈱インサイト

支援
内容

就職に関する相談、就職に向けた各種セミナーやスキルアップのための研修
の実施及び案内、職場体験講習の実施、育児・保育情報の提供、産休・育休
代替職員の紹介、仕事の紹介、就職のあっせん

午前１０時から午後６時まで（土曜・日曜・祝日・年末年始は休み）

レディーズ仕事ぷらざ倉吉 レディーズ仕事ぷらざ米子

場所
鳥取市扇町115-1
第一生命ビル1階

倉吉市山根557-1
パープルタウン1階

米子市末広町311
イオン米子駅前店4階

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

女性の就業支援モデル
事業

決算額
　　(28,939千円)

（財源内訳）
　(その他　　28,939千円)

○将来ビジョン
１　ひらく
（３）生き生きと働ける
　　就業環境
○政策項目
　　－

（ア）目的

　新たに「レディーズ仕事ぷらざ」を鳥取市、倉吉市、米子市の３か所に設置し、就業支援員を配置
して、就職に関する相談、就職セミナー情報等の提供、スキルアップ研修、育休・産休代替職員の
紹介など、女性の就業を総合的に支援する。

（イ）事業の実施状況

　平成２６年６月４日から「レディーズ仕事ぷらざ」を開設し、女性を中心とした就業支援を行った。

レディーズ仕事ぷらざ鳥取
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会場

中部

ウ　成  果

・参加者（アンケート回答者６９名）のうち、３０～４０歳代の者が２８名（約４０％）と多く見られた。

・セミナーの参加者７７名のうち、「創業を本気で考えてみたい」という人が２４名あり、地元商工
会議所等が実施する創業塾等に２１名が参加し、創業に向けた意識が高まった。

エ　課　題

・女性がいきいと働き、能力を発揮し、女性の活躍の場を拡大するための取組を支援していく必
要がある。
・セミナーを開催して、参加者の創業に対する意識と意欲は高まったが、アンケートの中には
「具体的な起業のノウハウを知りたい」「専門的にもう少し深く学びたい」という意見もあり、「創業
ファーストステップセミナー」と商工団体等が行う起業・創業に向けた「創業塾」等とのより連携し
た取組が必要である。

平成２６年度新規事業。

・創業に関心はあるが、「そもそも創業って？」「創業ってどうやってするの？」「私もできるの？」
「創業までの準備や手続きは？」といったことが分からず、創業に踏み出せない女性、創業に向
けたヒントをつかみたい女性などを対象に、漠然とした中でも気軽に参加でき、創業へのイメー
ジが具体化できるよう、和やかな雰囲気の中での意見交換・交流の時間を設けた。

・講師は、”難しいことも解りやすく”をモットーに、女性の受講生であることも考慮し、聞きやすく
実行に移しやすいと好評の講師を選定した。

計 ７７名

＜セミナーの内容＞
・講　師： 石川聖子氏（中小企業診断士）
・内　容： 講義「好きを仕事に！夢への第一歩」
　　　　　　地元の女性起業家（各セミナー２名、計１０名）を交えた意見交換
　　　　　　商工会議所等が主催する「創業塾」等への案内
　　　　　　個別相談（質疑応答）

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

９月２日（火） 倉吉未来中心　セミナールーム７ ９名

西部
５月２９日（木） 米子コンベンションセンター　第５会議室 １９名

９月１日（月） 米子市福祉保健総合センター　中会議室 １８名

場所 参加者数

東部
５月３０日（金） 県民ふれあい会館　中研修室 １３名

９月３日（水） 県民ふれあい会館　大研修室 １８名

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

女性の創業応援事業

決算額
　　　1,328千円

（財源内訳）
　一般財源　　1,328千円

○将来ビジョン
１　ひらく
（３）生き生きと働ける
　　就業環境
○政策項目
　　－

（ア）目的

　県内で女性が創業しやすい環境を整備する一環として、女性が創業を考えるきっかけとなるセミ
ナーを開催する。

（イ）事業の実施状況

　県内３地区で「女性のための創業ファーストステップセミナー」を５回開催し、延べ７７名が参加し
た。

期日

-9-



名称

場所

人員

支援
内容

利用
時間

とっとり くらよし よなご 計 前年度比

16,967人 7,314人 25,785人 50,066人 101%

1,576人 811人 1,277人 3,664人 95%

とっとり くらよし よなご 計 前年度比

6,443件 1,626件 6,193件 14,262件 88%

859人 339人 959人 2,157人 89%

とっとり よなご 計 前年度比

1,784人 1,568人 3,352人 94%

45人 49人 94人 70%

　（４）「若年者実践型就職講習」の状況

60人 65%39人 2人 19人

エ　課題

・雇用情勢が改善してきている中、依然として正規雇用の求人が不足している。若年者のための就業支援
機関の利用について更なるPRを行うとともに、１人でも多くの若者が正規雇用されるよう、きめ細かな相談
業務を行っていく。
・また、「若年者実践型就職講習」では高い就職率の結果が得られたことから、開催地区や開催回数を増
加させて、就職支援を行うとともに、職場定着が進むよう就職後のフォローアップに取り組んでいくこととし
ている。

平成２５年度からの就職者数の増加により、平成２６年度の就職者数はやや減少した。

平成２５年度からの就職者数の増加により、平成２６年度の相談件数や就職者数はやや減少
した。

講習修了後、受講者の就職に取り組む姿勢が大きく替わり、就職決定に大きく結び付いた。

講習修
了者数

講習修了後約３ヶ月後の状況
就職率

就職決定 職業訓練 就職活動中

　（３）若者サポートステーションの利用状況

「よなご若者サポートステーション」の来所者数が増加したが、全体としてやや減少した。

区分

来所者数

就職(進路決定)者数

相談件数（来所）

就職者数

　（２）若年者就業支援員の活動状況

区分

ウ　成果

　（１）若者仕事ぷらざの状況

区分

利用者数

就職者数

ぷらざ：概ね４５歳未満の求職者を対象。個別就職相談、職業適性診断、職場体験講習、就職
支援セミナー、参考図書の閲覧、併設ハローワークによる職業相談・職業紹介・求人検索。
サポートステーション：１５～３９歳までの求職者を対象。キャリアカウンセリング、心の相談、家
庭相談、ジョブトレーニング(職場見学・体験）、社会参加・就労グループワーク体験等。

主に月曜日から土曜日までの午前１０時から午後６時まで
（日曜日、祝日、年末年始は休み。くらよし若者仕事ぷらざ及びよなご若者仕事ぷらざは、隔週
の土曜日も休み。）

○ 若年者就職基礎講習の開催
　若年者就職基礎講座に職場での就労体験をカリキュラムに組み込み、実際に就職した際の状況に近
い体験を行う「若年者実践型就職講習」を新たに開催した（８月～１２月に東部・中部・西部地区で各２回
開催）。

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・「とっとり若者仕事ぷらざ」に若年者就業支援員を１名増員し、東部地区の若年者就業支援体制を強化し
た。
・平成26年４月から、就職への困難を抱える若年者に対し、「若者サポートステーション」で社会人として必
要なマナーやコミュニケーションなどのスキルアップを習得するため「社会人基礎力習得支援員」を配置す
るとともに、通称「サポステ塾」を開催し、就職にむけての自信やモチベーションアップの就職支援の強化を
図った。

よなご若者仕事ぷらざ
（よなご若者サポートステーション）

鳥取市扇町７
鳥取フコク生命駅前ビル１階

倉吉市山根５５７－２
パープルタウン２階

米子市末広町３１１
イオン米子駅前店４階

若年者就業支援員（非常勤）４名 若年者就業支援員（非常勤）
２名

統括マネージャー（非常勤）
１名、若年者就業支援員
（非常勤）３名

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

若年者就業支援事業

決算額
　　80,453千円

（財源内訳）
　一般財源
　　80,312千円
　その他
　　　 141千円

○将来ビジョン
１　ひらく
（３）生き生きと働ける
　　　就業環境

○政策項目
　－

（ア）目的

  県内３地区に若者の就業支援機関である「若者仕事ぷらざ」を設置し、若年者就業支援員を配置して、若
年者に対するきめ細かな相談等を行い、職業意識の形成や職業人としての基礎的能力の習得を図り、早
期就職・職場定着を促進する。また、鳥取市と米子市に「若者サポートステーション」を配置し、ニートや引
きこもり等への就職支援を行う。

（イ）事業の実施状況

　　○ 「若者仕事ぷらざ」及び「若者サポートステーション」の設置・運営

とっとり若者仕事ぷらざ
（とっとり若者サポートステーション）

くらよし若者仕事ぷらざ
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民間企業障がい者実 １．７７％ １．８８％ ＋０．１１ポイント

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
平成２６年度新規事業。

ウ　成  果
・障がい者の就業支援において、就職後のフォローアップを強化するため、「職場定着支援員」を
各障害者就業・生活支援センターに配置した。
・また、ジョブコーチによる離職防止支援の充実を図るため、既存の（独）鳥取障害者職業セン
ター（５名のジョブコーチ配置）に加えて、平成２６年５月に県西部地域に県版ジョブコーチセン
ター（「障がい者職場定着推進センターあしすと」、３名のジョブコーチ配置）を設立した。

エ　課　題

（参考）
項目 平成25年度 平成26年度 （Ｈ26－Ｈ25）

障がい者就業者数 ２，３４７人 ２，５４５人 ＋１９８人

・平成２８年３月には、琴の浦高等特別支援学校等で最初の卒業生（新規就業者）が送り出され
るため、ジョブコーチのニーズが高まることになるため、予め、学校や保護者と連携を図りながら
職場定着を促進していく。
・発達障がい者の就業は、「全県ネットワーク会議（平成２７年２月）」で、発達障がい者の就労に
向けての訓練の場が必要という意見もあり、今後、検討を行っていく。

障がい者雇用
推進啓発事業

(1)企業を対象とした障がい者雇用の好事例集
   平成２６年９月に５，０００部作成し、訪問企業や各種研修・セミナー等で配
布した。
(2)障がい者雇用を進めていく企業研修会
　・１１月２５日　東部地区開催　１０社参加
　・１１月２６日　西部地区開催　１１社参加
(3)法定雇用率適用対象企業に対する障がい者雇用訪問
　 平成２６月５月～１２月、４００社を訪問し、更なる障がい者雇用を依頼し
た。

障がい者就労
ネットワーク事
業

(1)障がい者就労ネットワーク会議
　８月７日に「障がい者雇用推進実施会議（座長：副知事）」を開催した。
(2)発達障がい者就労支援ネットワーク
　平成２７年１月に東部・中部・西部地域に個々の就労支援を行う「支える
ネット」を構築し、平成２７年２月に「全県ネットワーク会議」を開催した。
(3)聴覚障がい者就労支援
　聴覚障がい者の就職活動等を支援するため、５社に手話通訳者を派遣し
た。

　区　分 実　施　状　況
障がい者ソー
シャルコミュニ
ティ創業・起業
支援事業

　商工団体が実施する「創業塾」研修において、障がい者自らの起業や障が
い者を雇用しての起業に関する研修を追加して実施した。
　・６月７日～７月　5日　米子商工会議所主催の創業塾　　２２名が参加
　・７月５日～７月１２日　鳥取商工会議所主催の創業塾　　３３名が参加
　なお、上記受講者に対して、創業時に必要な事業費を補助する制度（補助
率：２／３、上限額：５００万円、４件分）を用意したが、年度内の申請はな
かった。

障がい者就業
体制強化事業

(1)障害者就業・生活支援センター体制強化
　障害者就業・生活支援センター（鳥取・倉吉・米子）に定着支援員を各1名
を配置した。
(2)県版ジョブコーチセンター設置
　県西部地域にジョブコーチセンター（平成２６年５月１４日開所、ジョブコー
チを３名配置）を設置した。

（イ）事業の実施状況

　障がい者ソーシャルコミュニティ創業・起業支援、障がい者就業体制強化、障がい者雇用推進
啓発及び障がい者就労ネットワークの構築を行った。

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

　県内の事業所に対する障がい者雇用の啓発を行うとともに、障がい者就業支援体制の強化、
定着支援を行う。

障がい者就業支援事
業・障がい者就業支援
推進事業

決算額
　　 28,062千円

（財源内訳）
　一般財源 21,823千円
  その他　　　6,239千円
　

○将来ビジョン
１　ひらく
（３）生き生きと働ける
　　就業環境

○政策項目
　　－
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○主な参加

開催場所
東京
大阪
大阪
東京
大阪

エ　課　題
・県内製造業等の産業人材が不足している中、県外の求職登録者を大幅に増やし、県内企業
とのマッチングを促進する必要がある。
・求人企業のニーズに応えるためには、県外在住者を中心とした更なる技術人材情報の蓄積
が必要であり、関係機関（ふるさと鳥取県定住機構、関西本部等）や、民間職業紹介業者との
緊密な連携構築が必要である。

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

就職決定数 ２２人 県内在住１９人、県外在住３人
他機関の就職決定数 １５２人 ハローワーク等によるもの

求人登録数 ３０４人 ６９社
紹介件数 ３９人 県内在住３５人、県外在住４人

項目 人数 備考
求職登録者
数

１６５人 県内在住８１人、県外在住８４人

平成27年1月24日（土） 鳥取県ＩＪＵターンＢＩＧ相談会in大阪

・定期的に求人情報についてホームページに公開し、求職者に対し情報提供を行った。

・ＩＪＵターン就業助成金事業の創設に併せ、取り扱い対象職種に「専門的職種（経営管理、戦
略展開、企業価値向上）」を新たに追加した。

ウ　成果
○求職登録者等の状況

平成26年7月6日（日） 鳥取県ＩＪＵターンＢＩＧ相談会in大阪

平成26年8月30日（土） 鳥取県ファンの集いin関西
平成26年10月24日（金） 鳥取大学ビジネス交流会

業務内容
求職者情報の収集、登録、技術的能力の評価、求人情
報の収集、登録、人材ニーズの把握、求職者と求人企
業とのマッチング

・平成２６年度から県内の求職者登録の急増に対応するため、県内窓口の技術コーディネー
ターを１名増員し、求人・求職の登録とマッチングに取り組んだ。
・県内企業を訪問し、求人の登録や県外のポリテクセンターを訪問し、求職者の開拓に努め
た。
　①　県外ポリテクセンター内における就職相談会開催実績　７回
　　　（ポリテクセンター兵庫　６回、ポリテクセンター関西　１回）
　②　県外ポリテクセンター訪問実績　２６回
・企業再編等により県外へ流出した技術系人材の県内への回帰を図るため、様々な人的ネット
ワークや関連機関（公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構、関西本部等）等と連携を図りなが
ら、人材の掘り起こしを行った。
・県外で開催される就職相談会や県内学校の同窓会等に５回参加し、技術人材バンクのＰＲ活
動を行った。

日時 内容
平成26年6月14日（土） 米子高専首都圏同窓会

場　　　所 就業支援課 大阪駅前
第３ビル

とっとり・おかやま
新橋館内

配置人員 ３名 ２名 ２名

県内窓口 大阪窓口 東京窓口
名　　　称 鳥取県技術人材

バンク
鳥取県技術人
材バンク
大阪オフィイス

鳥取県技術人材バン
ク東京オフィイス

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

鳥取県技術人材バンク運
営事業

決算額
　　　　　     14,937千円

（財源内訳）
　一般財源　14,902千円
　その他　　       35千円

○将来ビジョン
   １　ひらく
    （３）いきいきと働ける
        就業環境

　
○政策項目
    －

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

　県内企業への就職を希望する技術系人材（求職者）の情報と技術系人材を求める県内企業
（求人企業）の求人情報を蓄積し、両者の最適なマッチングを支援する「鳥取県技術人材バン
ク」の運営を行う。

（イ）事業の実施状況
　「鳥取県技術人材バンク」は、平成２５年度から運営を開始し、県内に３名、県外に４名の技術
コーディネーターを配置し、技術系人材の県内就職支援及び県内企業の技術系人材の確保を
行った。

区　　　分
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日程

業種 実施内容

製造業

旅館業

小売業

時期
場所
内容

＜参加した低年次の学生の声＞
・技術者の方が情熱を持ってものづくりに取り組んでいた。
・働く人全員が常にお客様のことを考えて行動していた。
・敬語や基本的な挨拶ができていないことを思い知らされた。

　(3)中堅リーダー育成研修（９月、１０月：各４日）
　　　開催日：9月、会場：鳥取県立生涯学習センター、参加者数：6名
　　　開催日：10月、国際ファミリープラザ、参加者数：18名

県内企業魅力発信人材
確保事業

 決算額
  　　3,878千円
（財源内訳）
　　一般財源　3,878千円
　
○将来ビジョン
   １　ひらく
    （３）いきいきと働ける
        就業環境
　
○政策項目
    －

・プレゼンテーション及び個別相談会実施企業　１２社（参加者数　３３０人）

＜参加企業＞
製造業系５社（グッドスマイルカンパニー、シャープ米子他）、ＩＴ系（ＪＣＢエクセ、 ＬＡＳＳＩＣ他）

＜主な意見＞
・鳥取では出会えない人に会えた。
・ＨＰ等で得られない企業情報を得ることができて有意義、首都圏での定期的な開催を希望。

エ　課　題

ウ　成　果

　 県内企業が即戦力として求めている都市部のプロフェッショナル人材に対する情報発信に向
けて、国や関係機関と連携した取り組みの継続・強化に努める必要がある。

（ア）目的
　企業誘致が進む中、不足している技術系、ＩＴ・コンテンツ系の人材等、関東圏からの中長期
的な産業人材を確保するため、鳥取県・岡山県共同アンテナショップ内に新設される「観光・移
住コーナー」（常設）で本県出身等の就職希望者に対して、企業プレゼン等を実施する。

（イ）事業の実施状況
　　  プレゼンテーションと個別相談会の開催

１２月２０日(土)、２１日（日）（２日間）
鳥取県・岡山県共同アンテナショップ２Ｆ
企業のプレゼンテーション、就職希望者との相談会、鳥取暮らしの紹介　等

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
　　平成２６年度新規事業。

エ　課　題
・高校生のキャリア教育について、教育委員会と連携し、普通科系高等学校に拡大していく必
要がある。また、大学生のインターンシップは、ＩＪＵターンの促進を視野に入れ、県内学生だけ
でなく、県外学生の参加を増やす必要がある。

ア　目的及び事業の実施状況

 平成２６年度新規事業。
ウ　成　果

県内企業の魅力を学生等に発信することにより、「ものづくり」等に対する理解が深まった。
　(1)高校生のキャリア教育

＜参加した生徒の声＞
・進路や就職はまだ決めていないが、いろいろな人の意見を聞いて参考にしたい。
・働くとはどういうものなのかを知ることができた。

　(2)大学生等を対象としたインターンシップ
夏（８月～９月）と春（２月～３月）の２回実施
受入協力企業数：67社、説明会等参加者数：95名、参加学生数：129名（うち県外学生３名）

　(3)中堅リーダー研修育成
　経営診断等により、事業拡大に向けた中長期的な経営課題等を明確に取組む中堅リーダー
の研修を実施した。

イ　平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　(2)大学生を対象としたインターンシップ

受入企業（代表例）

気高電気㈱ ㈱明治製作所㈱ ㈱鶴見製作所

　　　１～３回生を対象に、夏と春の2回インターンシップを実施した。

事前・事後学習(学生)
研究会(企業）
インターンシップの実施
成果発表会の開催

皆生グランドホテル ㈱東横イン米子駅前

㈱鳥取大丸

夢をかなえる

東宝企業㈱ ㈱スズキ自販鳥取

1月22日
菅公学生服㈱ 縫製業 製造業とは？～服を作るって！？～
気高電気㈱ 電気機械器具製造業 気高電気ってこんなことやってます

　平成27年1月15日(木)及び1月22日(木)に青谷高校において、県内企業（縫製業、建設業等）
を講師とする講演等を実施した。

企業名 業種 資料等

1月15日
ユーシー産業㈱ プラスチック製品製造業 産業社会と人間
㈱興洋工務店 建設業

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

県内企業魅力発見支援
事業

 決算額
  10,002千円
（財源内訳）
　　一般財源　7,655千円
　（その他　 　2,347千円）

○将来ビジョン
   １　ひらく
    （３）いきいきと働ける
        就業環境
　
○政策項目
    －

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

　県内企業の事業拡大等による産業活性化を図るため、将来の産業人材となる高校生への
キャリア教育（企業人を学校へ派遣）や大学生等に対するインターンシップによる職業体験、企
業の中堅層（従業員）能力開発研修を実施する。

（イ）事業の実施状況
　(1)高校生のキャリア教育（青谷高校で仕事の魅力講座）
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（労政総務費)

中小企業の求人情
報発信支援事業

2,000,000 1,301,000 0 699,000

新たに就職情報サイト等の求人情報発
信媒体を活用しようとする県内中小企
業に対して、経費の一部を助成する。
・補助率　１/２、限度額４０万円/社
（パンフレット作成等経費に対する上
乗せ補助は補助率１/２、限度額２０
万円/社）
・利用実績　４社

ふるさと就職促進
事業

36,178,000 12,928,485 23,237,000 12,515

○ＩＪＵターン就職を促進するため、
定住促進コーディネーターを東京本部
に１名、関西本部に２名配置し、情報
提供、職業相談、職業紹介等を行っ
た。（実施主体：ふるさと鳥取県定住
機構）
○大学等に進学した学生の保護者に県
内就職情報を送付した。
（平成２４年３月卒業生  831名）
（平成２５年３月卒業生1,453名）
（平成２６年３月卒業生1,295名）

未来プラン研修生
就職支援事業

1,442,000 849,798 0 592,202

平成２５年度で終了した「とっとり雇
用創造未来プラン」（国委託事業）に
ついて、平成２５年度に実施した人材
育成メニューの研修生の就職支援を行
うため、事業の実施主体である鳥取県
雇用創造協議会で雇用していた就職相
談支援員を引き続き雇用し就職支援を
実施した。
・支援期間：４月～６月
・支援対象者：８７名
・就職実績：６１名

（主）鳥取県戦略
産業雇用創造プロ
ジェクト事業費

711,960,000 507,864,324 0 204,095,676

主な事業に関する調べ記載のとおり

労政行政費

6,204,000 6,028,858 0 175,142

①企業内人権啓発推進事業
企業人権啓発相談員の設置（２名）、
同和問題等雇用連絡協議会の開催（２
回）、公正採用選考人権啓発推進員研
修会の開催（９回）
②雇用改善推進事業
建設労働者の雇用の改善に係る優良事
業所等の表彰（２社）
③鳥取県労働者団体社会貢献活動等支
援補助金
労働者団体が行う労働者福祉の向上の
ための啓発活動及び社会貢献活動に係
る経費の補助（２団体）
④労使関係総合調査（国委託）等の事
務に要する経費
県内労働組合の実態、労働争議の発生
状況等に関する調査等の実施

正規雇用奨励金
（重点分野職場体
験型雇用事業関
連）

95,000,000 95,000,000 0 0

正規雇用の拡大を図るため、重点分野
職場体験型雇用事業で有期雇用した職
場体験者を、雇用期間終了後に引き続
き正規雇用した事業主に対して奨励金
を支給した。

（主）障がい者就
業支援事業 23,773,000 21,631,450 0 2,141,550

主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）若年者就業
支援事業 85,919,000 80,452,713 0 5,466,287

主な事業に関する調べ記載のとおり

中高年者就業支援
事業

50,092,000 50,091,944 0 56

県内３地区に設置している支援拠点
「ミドル・シニア仕事ぷらざ」におい
て就業支援員による個別相談、職業紹
介を行った。
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

鳥取県ふるさとハ
ローワーク運営事
業

15,269,000 15,010,464 0 258,536

ハローワークが廃止された八頭郡、境
港市の住民に対し、国・県・地元市町
が協力して「鳥取県ふるさとハロー
ワーク八頭・境港」を設置し、職業相
談・職業紹介等、就業支援のサービス
を提供した。

就職基礎能力養成
事業

1,966,000 1,393,200 0 572,800

パソコンをあまり使用したことがない
求職者の早期就職を支援するため、基
礎的なパソコン講習（マンツーマン形
式）を実施した。

雇用維持促進利子
助成事業

600,000 118,960 0 481,040

中小企業緊急雇用安定助成金を活用し
て雇用の維持に努める中小企業者等に
対し、経営安定支援借換資金及び旧制
度融資等借換特別資金に係る利息の一
部を補助した。

(主)緊急雇用創出
事業 1,411,178,000 1,190,648,484 0 220,529,516 主な事業に関する調べ記載のとおり

労働移動緊急対策
事業

123,500,000 97,000,000 0 26,500,000

事業の再編、縮小等に伴う人員削減に
より離職する者を正規雇用した県内企
業に対して奨励金を支給し、労働移動
の支援を通して雇用の維持・安定を
図った。

戦略産業雇用創造
プロジェクト推進
利子補助金 1,000,000 0 0 1,000,000

鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト
に参加する企業に対して金融機関が行
う融資事業に対し、国と同率の利子補
給を行う。実績-０件

専門的技術者等正
規雇用促進事業
（正規雇用奨励
金）

2,000,000 2,000,000 0 0

「専門的・技術的職業」への就職希望
者を採用しようとする事業所が、６ヶ
月以内のトライアル雇用を実施し、正
規雇用に至った事業所に１００万円/
人を支給した。

（主）鳥取県技術
人材バンク運営事
業

15,006,000 14,936,626 0 69,374

主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）女性の創業
応援事業 4,389,000 1,327,310 2,072,000 989,690

主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）障がい者就
業支援推進事業 8,310,000 6,430,422 0 1,879,578

主な事業に関する調べ記載のとおり

県内雇用ミスマッ
チ解消事業 4,726,000 0 4,726,000 0

翌年度繰越（国交付金関係）

とっとりＩＪＵ
ターン就業助成金
事業

104,350,000 0 104,350,000 0

翌年度繰越（国交付金関係）

若年者就職・定着
一貫支援事業 19,890,000 0 19,890,000 0

翌年度繰越（国交付金関係）

就業支援機関機
能・連携強化事業

11,103,000 11,070,000 0 33,000

国（ハローワーク）や県の就業支援機
関等が入居しているイオン米子駅前店
にミドルシニア仕事ぷらざ及びレ
ディース仕事ぷらざを移転集約し、求
職者窓口のワンストップ化を図った。

職員人件費
125,245,000 124,324,491 0 920,509

雇用人材総室の人件費

目　　　　計 2,861,100,000 2,240,408,529 154,275,000 466,416,471
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

(労働福祉費)

勤労者福祉事業費

27,804,000 27,702,787 0 101,213

①育児・介護休業者生活資金支援事業
育児・介護休業者に生活資金を低利で
貸し付けることにより、収入の減少を
補い、仕事との両立を支援する。
（H26貸付分：4件）
②中小企業労働相談所設置事業
県内３か所に中小企業労働相談所（み
なくる）を設置し、労働者・経営者か
らの労働・雇用に関する相談に対し
て、助言、情報提供等を実施（相談件
数３，４３９件（内職相談を含む）前
年比355件増）。また、基礎的な労働
関係法令等に係るセミナーを県内３地
区で計１８回開催し、労働者・経営者
への情報提供を実施する。
③鳥取県労働者福祉協議会補助金
（財）鳥取県労働者福祉協議会が実施
する勤労者福祉事業(情報提供活動、
スポーツ事業、勤労者美術展等）に対
し助成する。

職場環境改善支援
事業

4,087,000 3,993,088 0 93,912

①職場環境改善支援セミナー開催事業
企業を対象に、育児・介護休業の取得
促進など職場環境改善の実践ポイント
やメリット、優良事例等を紹介するセ
ミナーを開催した（３会場）。
②労務管理改善助言事業
県内３地区に各１名配置した労務管理
アドバイザー（社会保険労務士）を事
業所に派遣し、適切な労務管理に向け
た助言、各種助成制度の紹介、職場環
境の改善に向けた啓発等を実施した
（訪問件数４２４社）。また、事業所
等（労働組合を含む）が実施する職場
環境の改善に向けた社内研修等に講師
を派遣した（派遣件数６０社）。

目　　　　計 31,891,000 31,695,875 0 195,125

(職業訓練総務費)

技能振興事業

46,627,000 44,647,475 1,979,525

①職業能力開発協会補助金
職業能力開発協会に人件費、技能検定
実施経費等を補助した。
②技能振興推進事業費補助金
各技能士会等の研修会、展示会等の開
催経費を技能士会連合会を通じて補助
した。
③認定職業訓練助成事業補助金
事業主団体等が行う認定職業訓練校の
訓練に係る経費を補助した。
④技能者の顕彰
優れた技能者（知事表彰）６名、高度
熟練技能者（とっとりマイスター）
（知事認定）２名を顕彰した。
⑤在校生技能検定受検料減免
手数料改正、及びＨ２２より実施して
いる高校等在校生の受検料減免措置を
継続した。
（一般１５，７００円⇒１６,５００
円。高校等在校生５，２００円⇒５,
５００円）。
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

職業訓練行政費

45,520,000 26,148,726 0 19,371,274

①職業訓練指導員免許の交付
職業訓練指導員の免許申請等のあった
２９件に免許証等を交付した。
②訓練手当の支給
障がい者等就職困難者が職業訓練を受
講する場合に、知識及び技能の習得を
容易にするため、訓練手当を支給し
た。（実績６４名分）

中小企業職業訓練
助成事業

2,967,000 376,680 0 2,590,320

中小企業又は中小企業の従業員で構成
される共同団体等が自ら企画実施する
訓練及び教育機関へ従業員を派遣する
訓練に要した経費に対して助成する。
利用実績　４件

若年者等への技能
承継事業

38,053,000 65,238 37,987,762 0

鳥取県職業能力開発協会等で組織する
共同体に対し、共同体が若年者を有期
雇用し集合研修や企業実習によって正
規雇用に結びつけることで技能承継に
結びつける経費を委託する。
・委託期間　平成27年3月11日～平成
28年3月31日

職員人件費

164,656,000 163,192,619 0 1,463,381

雇用人材総室、産業人材育成センター
の人件費

目　　　　計 297,823,000 234,430,738 37,987,762 25,404,500

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（職業訓練校費）

障がい者職業訓練
事業費

27,357,000 24,063,221 0 3,293,779

障がい者がそれぞれの適正に応じた職
業能力開発を支援するため、職業訓練
を実施する。
実施コース18コース、入校者30人、修
了者26人、就職者数20名（就職率
76.9％）

(主)職業訓練事業
費 356,171,000 309,516,127 0 46,654,873

主な事業に関する調べ記載のとおり

鳥取県立産業人材
育成センター施設
整備費

53,541,000 52,498,800 0 1,042,200

県立産業人材育成センター米子校本館
の老朽改修工事を行う。

鳥取県立産業人材
育成センター施設
整備費(耐震改修)

17,868,000 12,258,000 0 5,610,000

県立産業人材育成センター倉吉校及び
米子校本館の耐震改修工事のための実
施設計を行う。

職業訓練生託児支
援事業 15,700,000 1,932,599 10,440,000 3,327,401

職業訓練を受講する者に対し、児童を
保育所等に預ける経費の一部を奨励金
として支給する。

目　　　　計 470,637,000 400,268,747 10,440,000 59,928,253
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

(工鉱業総務費)

産業人材確保対策
事業

2,742,000 2,675,152 0 66,848

鳥取県への企業誘致の推進及び県内企
業の競争力向上のため、県内企業の情
報発信・魅力発信を支援するととも
に、求職者と県内企業とのマッチング
を行うことにより優秀な人材の確保を
図った。

県内産業の人材育
成・確保促進事業

1,824,000 887,843 0 936,157

県内企業の人材拡大等による産業活性
化を図るため、企業経営者人材の育成
支援、人材の確保支援を実施した。
【人材育成支援】
 ア  トップセミナーの開催（２回）
　①7/29開催、会場：鳥取県立図書館
　　 参加者数：47人
　②10/23開催、会場：米子ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝ
ﾀｰ
　　 参加者数：46人
 イ  ｳｪﾌﾞｻｲﾄ「とっとりｓｔｅｐ」のＰＲ、運営
　 　登録件数337件

企業立地等事業に
よる新規雇用者研
修費補助金

27,700,000 12,486,523 0 15,213,477

企業立地事業補助金の認定を受けた新
増設を行う企業に対し、新規雇用者の
育成に係る研修費用の一部を補助し
た。
また、本事業の周知を図ることで、雇
用促進に努めた。

県内主要製造業再
生支援事業

21,750,000 21,597,000 0 153,000

再生支援プログラム（５～７年）を作
成・承認した企業に対し、研究開発・
人材育成・設備投資・貨物利用までを
一体的に支援するもので、当年度は設
備投資にかかる経費の一部を補助し
た。

（主）県内企業魅
力発見支援事業

30,525,000 7,654,584 22,544,000 326,416

主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）県内企業魅
力発信人材確保事
業 3,927,000 3,877,200 0 49,800

主な事業に関する調べ記載のとおり

目　　　　計 88,468,000 49,178,302 22,544,000 16,745,698

合　　　　計 3,749,919,000 2,955,982,191 225,246,762 568,690,047
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使
用

料
計

（
節

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考
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（
４

）
　

財
産

収
入

目
節

細
節

財
産

貸
付

収
入

3
4
4
,5

3
1

4
4
,5

3
1

0
0

公
有

財
産

賃
貸

借
契

約

3
4
4
,5

3
1

4
4
,5

3
1

0
0

3
4
4
,5

3
1

4
4
,5

3
1

0
0

0
0

0
0

0

3
4
4
,5

3
1

4
4
,5

3
1

0
0

利
子

及
び

配
当

金
1
0

5
,0

8
9
,3

1
4

5
,0

8
9
,3

1
4

0
0

1
0

5
,0

8
9
,3

1
4

5
,0

8
9
,3

1
4

0
0

1
0

5
,0

8
9
,3

1
4

5
,0

8
9
,3

1
4

0
0

0
0

0
0

0

1
0

5
,0

8
9
,3

1
4

5
,0

8
9
,3

1
4

0
0

物
品

売
払

収
入

0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

3
1
0
0
,4

3
9

1
0
0
,4

3
9

0
産

業
人

材
育

成
セ

ン
タ

ー

3
1
0
0
,4

3
9

1
0
0
,4

3
9

0
0

1
6

5
,2

3
4
,2

8
4

5
,2

3
4
,2

8
4

0
0

（
５

）
　

寄
付

金
　

・
・
・
　

該
当

な
し目

　
　

計

利
子

及
び

配
当

金
計

（
節

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

合
　

　
計

物
品

売
払

収
入

計
（
節

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

備
　

　
考

財
産

貸
付

収
入

計
（
節

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

件
数

調
定

金
額

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

根
拠

法
令

名
等

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
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（
６

）
　

諸
収

入

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

延
滞

金

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1
0

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

1
1
0

0
0

グ
ラ

ン
フ

ロ
ン

ト
大

阪
　

コ
ラ

ボ
オ

フ
ィ

ス
Ｋ

８
２

９
号

　
敷

金
返

還
1

2
9
7
,0

0
0

0
0

平
成

２
５

年
度

鳥
取

県
事

業
主

団
体

等
委

託
訓

練
生

組
合

補
助

金
に

係
る

返
納

1
9
5
6
,4

8
4

0
0

鳥
取

県
戦

略
産

業
雇

用
創

造
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
協

議
会

実
施

研
修

受
講

料
1

1
,9

3
6
,0

8
9

0
0

非
常

勤
職

員
雇

用
保

険
料

本
人

負
担

分
1
1
0

1
3
3
,8

4
9

0
0

ＩＣ
Ｔ
を

活
用

し
た

鳥
取

県
版

小
型

モ
ビ

リ
テ

ィ
開

発
事

業
委

託
料

の
戻

入
金

1
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

商
工

政
策

課

1
1
4

3
,3

2
3
,4

2
2

0
5
,2

0
6
,4

0
1

6
,5

0
3
,7

5
8

0
0

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

 外

9
,8

2
7
,1

8
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

9
,8

2
7
,2

9
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

（
７

）
　

現
金

の
取

扱
状

況
　

・
・
・
　

該
当

な
し

合
　

　
計

目
　

　
計

雑
　

　
入

雑
　

　
入

目
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

0

備
　

　
考

延
滞

金
計

（
節

）
　

　

調
定

金
額

0 0

5
,2

0
6
,4

0
1

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等

1
3
3
,8

4
9

1
1
0

8
,5

2
9
,8

2
3

6
,5

0
3
,7

5
8

1
5
,0

3
3
,5

8
1

1
5
,0

3
3
,6

9
1

1
1
0

2
9
7
,0

0
0

9
5
6
,4

8
4

1
,9

3
6
,0

8
9
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１
３

　
税

外
収

入
未

済
額

調
べ

目
節

細
節

2
2
年

度
以

前
２

３
年

度
２

４
年

度

委
託

料
戻

入
金

0
0

0
0

0
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

0
5
,2

0
6
,4

0
1

5
,2

0
6
,4

0
1

事
業

は
継

続
し

て
い

る
が

収
入

が
上

が
ら

ず
、

か
つ

、
債

務
者

の
資

力
も

な
い

状
況

で
あ

る
。

0
0

0
0

0
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

0
5
,2

0
6
,4

0
1

5
,2

0
6
,4

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

0
5
,2

0
6
,4

0
1

5
,2

0
6
,4

0
1

0
0

0
0

0
0

0
5
,2

0
6
,4

0
1

0
5
,2

0
6
,4

0
1

5
,2

0
6
,4

0
1

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

区
分

相
手

方
件

数
(人

数
）

回
収

委
託

現
年

度
分

企
業

１
件

件

過
年

度
分

１
５

　
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
取

組
の

効
果

）

分
納

件
数

件

（
上

記
以

外
の

取
組

）

催
　

　
告

・
文

書
　

H
2
6
.1

0
.1

0
・
電

話

・
文

書
・
電

話

臨
呼

訪
問

督
促

状
発

行

督
促

通
知

H
2
6
.6

.2
3

相
手

の
状

況

事
業

は
継

続
し

て
い

る
が

収
入

が
上

が
ら

ず
、

か
つ

、
債

務
者

の
資

力
も

な
い

状
況

で
あ

る
。

　
　

　
　

　
・
  
作

成
済

み
　

（
Ｈ

　
　

　
年

　
　

月
作

成
）
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
作

成

　
　

　
　

　
・
  
実

施
済

み
　

（
Ｈ

　
　

　
年

　
　

月
実

施
）
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
実

施

（
未

作
成

の
場

合
、

そ
の

理
由

）
独

自
マ

ニ
ュ

ア
ル

は
未

策
定

で
あ

る
が

、
鳥

取
県

債
権

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
づ

き
処

理
を

行
う

こ
と

と
し

て
い

る
。

（
未

実
施

の
場

合
、

そ
の

理
由

）
債

務
者

は
誘

致
企

業
で

あ
り

、
立

地
戦

略
課

に
お

い
て

企
業

立
地

事
業

補
助

金
の

返
還

、
事

業
計

画
の

見
直

し
等

も
求

め
て

お
り

、
本

件
単

独
で

分
類

す
る

意
味

が
な

い
た

め
。

な
お

、
現

状
で

は
資

力
が

な
く
、

実
質

的
に

回
収

が
困

難
で

あ
る

。

債
権

管
理

事
務

取
扱

要
領

の
作

成
の

有
無

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
債

権
分

類
の

実
施

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
分

類
状

況
が

分
か

る
資

料
を

添
付

す
る

こ
と

。
）

収
入

科
目

目
節

雑
入

細
　

　
　

説

雑
入

委
託

料
戻

入
金

雑
入

雑
入

目
　

　
計

合
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

収
  

  
入

未
 済

 額
  

　
  

 (
Ｂ

)

差
引

収
入

未
済

額
(A

)

収
入

未
済

額
の

調
定

年
度

内
訳

調
定

額
収

入
済

額

（
単

位
：
円

）

　
　

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

　
　

　
区

　
分

　
収

入
科

目

過
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

度
　

　
　

　
　

　
分

現
　

　
年

　
　

度
　

　
分

収
入

未
済

額
  

 計
(Ａ

＋
Ｂ

)
未

収
理

由
前

 年
 度

以
前

か
ら

の
繰

越
額

左
の

う
ち

収
入

済
額

不
　

 納
欠

損
額
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１
６

　
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

　

（
単

位
：

円
）

事
業

名
種

別
設

定
年

度
合

　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
5
年

度
ま

で
の

2
6
年

度
執

行
額

2
7
年

度
以

降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執

行
予

定
額

Ｂ
Ａ

＋
Ｂ

平
成

２
０

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
賃

借
料

借
上

料
平

成
２

０
年

３
月

（
当

初
）

平
成

２
１

年
度

～
平

成
２

７
年

度
3
4
,0

6
5
,0

0
0

3
1
,6

6
6
,3

2
0

2
,9

5
5
,5

4
0

2
5
,2

0
7
,5

6
0

2
,2

1
2
,5

6
0

1
,2

9
0
,6

6
0

2
8
,7

1
0
,7

8
0

3
1
,6

6
6
,3

2
0

平
成

２
０

年
度

県
立

米
子

高
等

技
術

専
門

校
寄

宿
舎

用
冷

凍
冷

蔵
庫

賃
借

料

借
上

料
平

成
２

０
年

３
月

(当
初

)
平

成
２

１
年

度
～

平
成

２
６

年
度

5
3
4
,0

0
0

4
0
8
,2

4
0

5
1
,0

3
0

3
4
0
,2

0
0

1
7
,0

1
0

0
3
5
7
,2

1
0

4
0
8
,2

4
0

平
成

２
２

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
賃

借
料

借
上

料
平

成
２

２
年

３
月

(当
初

)
平

成
２

３
年

度
～

平
成

２
６

年
度

6
,3

1
4
,0

0
0

5
,7

2
6
,9

2
8

9
5
4
,4

8
8

4
,2

9
5
,1

9
6

4
7
7
,2

4
4

0
4
,7

7
2
,4

4
0

5
,7

2
6
,9

2
8

平
成

２
３

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
貸

借
料

借
上

料
平

成
２

３
年

３
月

(当
初

)
平

成
２

４
年

度
～

平
成

２
８

年
度

1
1
,4

8
0
,0

0
0

9
,3

5
1
,0

6
0

1
,3

5
7
,0

5
8

4
,6

2
2
,4

2
4

2
,3

1
1
,2

1
2

1
,0

6
0
,3

6
6

7
,9

9
4
,0

0
2

9
,3

5
1
,0

6
0

平
成

２
３

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
職

業
訓

練
の

グ
レ

ー
ド

ア
ッ

プ
事

業

借
上

料
平

成
２

３
年

３
月

(当
初

)
平

成
２

４
年

度
～

平
成

３
０

年
度

4
5
,3

4
9
,0

0
0

4
3
,3

4
9
,8

8
0

2
,0

7
3
,3

4
0

1
3
,4

8
7
,2

8
0

6
,7

4
3
,6

4
0

2
1
,0

4
5
,6

2
0

4
1
,2

7
6
,5

4
0

4
3
,3

4
9
,8

8
0

平
成

２
４

年
度

勤
労

者
福

祉
事

業
費

そ
の

他
平

成
２

４
年

３
月

（
当

初
）
、

平
成

２
６

年
３

月
（
補

正
）

平
成

２
５

年
度

～
平

成
２

６
年

度
4
9
,2

5
1
,6

8
6

7
3
,5

3
0
,6

8
6

2
4
,2

7
9
,0

0
0

2
4
,2

7
9
,0

0
0

2
4
,9

5
2
,7

8
7

0
4
9
,2

3
1
,7

8
7

7
3
,5

1
0
,7

8
7

平
成

２
４

年
度

職
場

環
境

改
善

支
援

事
業

費
そ

の
他

平
成

２
４

年
３

月
（
当

初
）
、

平
成

２
６

年
３

月
（
補

正
）

平
成

２
５

年
度

～
平

成
２

６
年

度
7
,8

5
6
,6

5
7

1
1
,7

2
9
,6

5
7

3
,8

2
9
,0

7
5

3
,8

4
3
,5

9
7

3
,9

6
8
,1

8
8

0
7
,8

1
1
,7

8
5

1
1
,6

4
0
,8

6
0

平
成

２
４

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
賃

借
料

借
上

料
平

成
２

４
年

３
月

(当
初

)
平

成
２

５
年

度
～

平
成

２
８

年
度

2
5
,0

0
0
,0

0
0

2
3
,6

6
1
,5

4
0

3
,0

1
6
,2

7
2

5
,8

9
8
,0

6
0

5
,8

9
8
,0

6
0

8
,8

4
9
,1

4
8

2
0
,6

4
5
,2

6
8

2
3
,6

6
1
,5

4
0

平
成

２
４

年
度

職
業

訓
練

事
業

費
委

託
料

平
成

２
４

年
１

２
月

平
成

２
５

年
度

～
２

６
年

度
9
3
,7

2
7
,0

0
0

7
4
,4

9
3
,2

5
1

0
5
0
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

労政総務費 800,000 単
県

大阪駅前第３ビ
ルの賃貸借に
係る保証金

堀江船舶株
式会社

10/10 800,000 賃室賃貸借契
約書(別紙)契約
要項第5項(1)

労政総務費 63,300 単
県

鳥取県技術人
材バンク登録
者との意見交
換等に要する
経費

島　博範
外

10/10 47,300 －

新規以外のもの 0
本庁執行分計 847,300
出納機関執行分計 0

目　計 847,300

合　計 847,300

　予算科目　　（労政総務費）
  ①　国　補　分・・・・該当なし
  ②　単　県　分

精算 H27.4.27 259,000
精算 H27.5.20 351,000
精算 H27.5.21 351,000

(補助率：1/2） 精算 H27.5.21 340,000

654,500 H26.5.26外
精算 H26.6.20 20,000

（平成20年度） H26.4.11外 精算 H27.5.14 300,000
(補助率：10 /10）

320,000 H26.4.16外 H25.5.17外 H26.5.22外

366,399,913 H27.5.20 精算 H27.5.26 362,798,311

H26.3.24他 精算 H27.5.26 3,601,602

(補助率：10 /10）

366,399,913 H26.4.1 2015/4/7外 H27.4.15外

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日

H26.4.1

H26.8.22外

  （２）補助金

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額 実績報告

年  月  日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

審査・現地
調査年月日

鳥取県中小企業の
求人情報発信支援
事業
（H２３年度）

山陰化成工
業（株）外３件

2,602,800
H27.5.15外

H27.1.13外 H27.4.30外県内中小企業が、
就職情報サイト等
の求人情報発信媒
体を活用する経費
に対する補助

1,301,000
H27.1.30外 H27.4.21外

鳥取県労働者団体
社会貢献活動等支
援補助金 鳥取市天神

町30-5
日本労働組
合総連合会
鳥取県連合
会外１

労働者福祉向上の
啓発活動事業及び
社会貢献事業を行
う労働者団体の協
議体に対する補助

市町村緊急雇用創
造事業臨時特例基
金事業補助金
（平成20年度）

鳥取市ほか１
１市町村

江府町の
み別債務
負担（他市
町村交付

決定後、町
予算成立）

緊急雇用創出事業
を実施する市町村
等に対する緊急雇
用創出臨時特例基
金を財源とする補
助
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H26.5.26外

118,960 精算 H26.6.2外 118,960
（平成21年度） H26.5.19外

(補助率：10/10）

118,960 H26.5.26外 H26.5.26外 H26.5.26外

0

本庁執行分計 368,139,873
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 368,139,873

　予算科目　　（労働福祉費）
  ①　国　補　分・・・・該当なし

  ②　単　県　分

5,336,513 H27.5.7 概算 H26.7.1 1,268,000
H26.4.28 概算 H26.8.4 1,384,000

(補助率：1 /2 ）
2,652,000

H26.5.1 H27.4.16 H27.4.25

98,000 H26.8.18外 精算 H26.8.28 45,800
精算 H27.2.27 52,200

H26.7.9外
(補助率：10 /10  ）

98,000
H26.8.18外 H26.7.9外

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

実績報告
年  月  日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

審査・現地
調査年月日

鳥取県労働者福祉
協議会補助金

鳥取市天神
町30-5
一般財団法
人鳥取県労
働者福祉協
議会

（昭和47年度、平
成12年度全面改
正）鳥取県労働者福祉
協議会が行う労働
者の福祉増進活動
（勤労者福祉研修
会の開催、調査研
究、文化・体育事
業、広報活動）に対
する助成

鳥取県育児・介護
休業者生活資金支
援事業補助金

松江市魚町
10
山陰合同銀
行　外５

（平成18年度）
鳥取県育児・介護
休業者生活資金の
融資を実行した金
融機関に対する補
助（利子補給）

（単位：円）

鳥取県雇用維持促
進利子助成補助金

総合印刷出版
（株）（外２社２
件）

中小企業緊急雇用
安定助成金を活用
して雇用の維持に
努める中小企業者
等に対し、経営安
定支援借換資金及
び旧制度融資等借
換特別資金に係る
利息の一部を補助
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0

本庁執行分計 2,750,000
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 2,750,000

　予算科目　　（職業訓練総務費）
  ①　国　補　分

H27.5.22 概算 H26.8.29 6,256,000

（※昭和54年度） 22,525,370 (H26.4.1外) 概算 H27.3.24 5,396,000
(補助率：2/3） H26.11.18

（H26.8.7）
H26.12.9

H27.4.1外 H27.4.13
外

精算 H27.5.29 △ 488,000

11,164,000

H27.8予定 概算 H26.8.29 15,266,000

47,445,000 概算 H26.11.10 5,872,000
（昭和54年度） (補助率：定額）

概算 H27.3.2 5,874,000
H26.6.10

27,012,000

H26.8.7 H27.4.3 H27.4.6

0

本庁執行分計 38,176,000
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 38,176,000

審査・現地
調査年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

実績報告
年  月  日

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）
 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

認定職業訓練助成
事業費補助金

倉吉市上井
81-1
鳥取県中部
建築工務士
会　外５件

交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

※前身の
補助金交
付要綱が
制定され
た年度認定職業訓練に係

る運営及び施設設
備整備費への補助
金

鳥取県職業能力開
発協会補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県職業
能力開発協
会

鳥取県職業能力開
発協会が行う事業
の実施に要する経
費の補助

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。
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  ②単　県　分

6,040,210 H27.4.14 概算 H26.7.10 2,580,000

（平成9年度） (H26.5.15) 概算 H26.11.10 2,694,000

(補助率：定額） H26.7.15
(H26.6.27)

4,044,000 H26.7.31 H27.4.2 H27.4.6 精算 H27.5.7 △ 1,230,000

H27.4.9外 精算 H27.1.28 5,160

3,155,488 精算 H27.3.23 138,890
（平成26年度） H26.8.12外 H27.3.25外 精算 H27.4.16 160,390

(補助率：定額） 精算 H27.4.16 72,240

376,680 H26.8.28外 H27.3.26外 H27.4.3外

979,240 H27.1.5 概算 H26.11.11 1,000,000
精算 H27.1.15 △ 20,760

（平成23年度）

(補助率：定額） H26.10.8

979,240 H26.10.28 H26.11.28 H26.12.15

0

本庁執行分計 5,399,920
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 5,399,920

　予算科目　　（職業訓練校費）
  ①　国　補　分

H27.4.20
概算 H26.6.30 1,288,692

1,288,692 H26.4.4
(補助率：10/10）

H26.4.14 H27.4.9 H27.4.19

1,288,692

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月
日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

鳥取県職業能力開
発協会が行う「鳥
取県技能振興フェ
ア祭」における技能
の魅力発信に係る
経費の補助

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県技能振興推
進事業費補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

一
部鳥取県技能士会連

合会が実施する事
業の一部を助成

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

鳥取県中小企業職
業訓練助成事業補
助金

（株）田中製
作所　外３件県内中小企業等が

実施する授業員に
対する職業訓練に
要する経費に対す
る補助
とっとりの技能魅力
発信事業補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

着手年月
日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県事業主団体等
委託訓練生組合補助
金
（平成11年度） 鳥取県事業主

団体等委託訓
練生組合

交付申請
年 月 日

完了年月
日

概算労災保
険料の精算
に基づく還
付が、出納
整理期間よ
り後になるた
め、例年翌
年度の雑入
として収入

事業主団体等委託訓
練生の労災保険特別
加入に対する補助
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0

本庁執行分計 1,288,692

出納機関執行分計 123,240
産業人材
育成セン

ター

単　　県   分   計 1,411,932

  ②単　県　分　…　該当なし

　予算科目　　（工鉱業総務費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし

  ②　単　県　分　

事業認定
24,988,577 H25.3.29外 H26.6.21外 精算 H26.7.10外 12,486,523

（平成２５年度）
(補助率：1/2）

12,486,523 H26.3.25外

H26.6.21外 H26.3.25外 H26.3.28外

事業認定 H27.3.18
143,407,000 H26.8.28 精算 H27.4.15 21,597,000

（平成２５年度） H27.3.6
【設備】
(補助率：15/100） H27.3.12 H27.3.12 H27.3.16

21,473,000
【指導者人件費】

(補助率：1/2）
124,000

【合計】
21,597,000

本庁執行分計 34,083,523

出納機関執行分計

単　　県   分   計 34,083,523

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）　・・・　該当なし

（３）交付金　・・・　該当なし

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承
認又は内示

年月日

着手年月
日

額の確定
年 月 日

交付申請
年 月 日

完了年月
日

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

　支 出 の 状 況

備　 考

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日
額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

企業立地等事業に
よる新規雇用者研
修費補助金

（株）カインズ
外１８件

企業立地事業補助
金の認定を受けた
新増設を行う企業
に対し、新規雇用
者の育成に係る研
修費用の一部を補
助

交付申請
年 月 日

完了年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出
年月日

金　　額

県内主要製造業再
生支援事業補助金

アイエム電子
（株）

再生支援プログラ
ム（5～7年）を作
成・承認した企業に
対し、研究開発・人
材育成・設備投資・
貨物利用までを一
体的に支援（補助）

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。
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0
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H
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H
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0
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0
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0
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0
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H
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0
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1
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2
6
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6
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3
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概
算

H
2
6
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1
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0
0
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概
算

H
2
6
.1

.2
1

1
,0

0
0
,0

0
0

随
H

2
7
.4

.3
0

概
算

H
2
7
.1

.2
3

  
  
  
 1

,0
0
0
,0

0
0

労
政

総
務

費
単

県
食

品
加

工
業

中
堅

リ
ー

ダ
ー

育
成

事
業

鳥
取

県
食

品
製

造
業

人
材

育
成

研
究

会

3
,0

0
0
,0

0
0

（
H

2
6
.5

.2
7
）

3
,0

0
0
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0
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6
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概
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2
7
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2
6
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H

2
7
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2
6
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6
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労
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0
0

（
H

2
7
.1

.1
6
）

4
,1

0
7
,0

0
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2
7
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6
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3
,4

2
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労
政
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務
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緊

急
雇

用
創
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7
,2
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7
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5
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7
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が
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6
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0
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2
6
.7

.1
7

6
0
,4

8
0

(単
価

 税
抜

)2
,8

0
0
円

/
h

( 
  
  
  
  
  
  
  
  
)

精
算

H
2
7
.1

.1
9

6
0
,4

8
0

(H
2
6
.4

.1
3
)

(単
価

 税
抜

)2
,7

8
0
円

/
h

精
算

H
2
6
.1

1
.1

8
6
0
,0

4
8

( 
  
  
  
  
  
  
  
  
)

精
算

H
2
7
.3

.6
1
8
0
,1

4
4

精
算

H
2
7
.4

.1
4

6
0
,0

4
8

（
H

2
6
.6

.2
6
）

概
算

H
2
6
.7

.2
9

2
,7

9
3
,1

5
0

概
算

H
2
6
.1

0
.1

6
2
,5

5
8
,5

5
1

1
1
,6

4
6
,6

1
2

概
算

H
2
6
.1

0
.1

6
5
4
5
,6

5
9

概
算

H
2
6
.1

2
.2

4
2
3
4
,4

5
7

概
算

H
2
7
.1

.7
1
,7

6
6
,7

0
7

（
　

　
　

　
）

精
算

H
2
6
.5

.2
5

2
,3

1
0
,1

8
7

単
県

と
っ

と
り

若
者

サ
ポ

ー
ト

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

運
営

業
務

委
託

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

こ
ど

も
学

園

9
,9

5
6
,0

0
0

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

－
(免

除
)

H
2
7
.3

.3
1

本
事

業
は

、
厚

生
労

働
省

委
託

事
業

の
受

託
団

体
へ

の
県

上
乗

せ
事

業
を

委
託

す
る

も
の

で
あ

り
、

厚
生

労
働

省
委

託
事

業
の

受
託

団
体

の
み

が
実

施
可

能
の

た
め

。
随

H
2
7
.5

.7

単
県

よ
な

ご
若

者
サ

ポ
ー

ト
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
運

営
業

務
委

託

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

こ
ど

も
学

園

1
0
,2

7
5
,0

0
0

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

－
(免

除
)

H
2
7
.3

.3
1

本
事

業
は

、
厚

生
労

働
省

委
託

事
業

の
受

託
団

体
へ

の
県

上
乗

せ
事

業
を

委
託

す
る

も
の

で
あ

り
、

厚
生

労
働

省
委

託
事

業
の

受
託

団
体

の
み

が
実

施
可

能
の

た
め

。
随

H
2
7
.5

.7

単
県

パ
ソ

コ
ン

講
習

業
務

（
東

部
地

区
）

千
代

三
洋

工
業

（
株

）

1
,7

8
5
,2

4
0

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
6
.2

.1
9

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

受
託

団
体

は
、

地
方

自
治

法
施

行
令

第
1
6
7
条

の
２

第
3
号

に
よ

る
障

が
い

者
支

援
施

設
の

た
め

随
H

2
7
.3

.3
1

単
県

パ
ソ

コ
ン

講
習

業
務

（
中

部
地

区
）

(株
)ア

ピ
オ

ン

8
6
1
,8

4
0

H
2
6
.4

.1
3
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
6
.4

.1
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

随
H

2
7
.3

.3
1

単
県

パ
ソ

コ
ン

講
習

業
務

（
西

部
地

区
）

（
株

）
イ

ン
サ

イ
ト

8
6
1
,8

4
0

H
2
6
.4

.1
3
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
6
.4

.1
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

随
H

2
7
.3

.3
1

単
県

若
年

者
実

践
型

就
職

講
習

（
株

）
ナ

レ
ッ

ジ
サ

ポ
ー

ト

1
2
,0

3
0
,0

0
0

H
2
6
.5

.2
7
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
6
.5

.2
6

H
2
7
.3

.3
1

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
よ

る
随

意
契

約

（
免

除
）

H
2
7
.4

.2
1

随

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費
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予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

(H
2
6
.3

.2
8
)

精
算

H
2
6
.7

.3
1

1
2
,5

2
2
,9

8
6

1
1
3
,6

1
1
,1

4
8

精
算

H
2
6
.1

0
.3

1
1
2
,5

2
2
,9

8
6

（
H

2
6
.4

.1
）

精
算

H
2
7
.1

.3
0

1
2
,5

2
2
,9

8
6

1
1
3
,6

1
1
,1

4
8

精
算

H
2
7
.4

.3
0

1
2
,5

2
2
,9

8
6

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.5

.9
5
,0

7
0
,0

0
0

1
4
,5

6
0
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.1
4

2
,2

1
0
,0

0
0

( 
  
  
  
  
  
  
  
 )

概
算

H
2
6
.1

0
.3

0
5
,0

7
0
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

2
,2

1
0
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.2
6

△
 1

,6
7
5
,0

9
7

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.5

.9
2
,5

3
5
,0

0
0

7
,2

8
0
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.1
1

1
,1

0
5
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.2

3
2
,5

3
5
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

1
,1

0
5
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.2
2

△
 1

8
8
,7

8
5

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.5

.9
3
,4

3
1
,0

0
0

9
,3

6
1
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.1
4

1
,2

5
0
,0

0
0

( 
  
  
  
  
  
  
  
 )

概
算

H
2
6
.1

0
.3

0
3
,4

3
1
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

1
,2

4
9
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.2
6

△
 2

,3
0
8
,0

0
1

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.5

.9
1
,7

1
5
,0

0
0

4
,6

8
0
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.1
1

6
2
5
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.2

8
1
,7

1
5
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

6
2
5
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.2
2

△
 1

,1
3
7
,5

1
7

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.1

0
.2

3
2
,0

0
0
,0

0
0

7
,1

1
1
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.2

3
1
,5

5
6
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.2

3
2
,0

0
0
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

1
,5

5
5
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.2
2

△
 8

7
1
,7

5
2

既
存

の
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
と

一
体

運
営

し
て

ジ
ョ

ブ
コ

ー
チ

支
援

を
行

っ
て

い
く
た

め
、

社
会

福
祉

法
人

あ
し

ー
ど

以
外

は
納

入
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

た
め

。

随
H

2
7
.5

.7

1
1
3
,6

1
1
,1

4
8

H
2
6
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

H
2
6
.3

.2
7

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)

中
高

年
者

就
業

支
援

事
業

業
務

委
託

単
県

（
株

）
パ

ソ
ナ

（
免

除
）

単
県

鳥
取

県
版

ジ
ョ

ブ
コ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

事
業

委
託

業
務

社
会

福
祉

法
人

あ
し

ー
ど

－
H

2
7
.3

.3
1

単
県

東
部

・
中

部
地

区
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
業

務
委

託

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

県
厚

生
事

業
団

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

既
存

の
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
の

体
制

を
強

化
し

、
障

が
い

者
就

業
を

促
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

お
り

、
社

会
福

祉
法

人
鳥

取
県

厚
生

事
業

団
以

外
は

納
入

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
。

随
H

2
7
.5

.1

単
県

西
部

地
区

障
害

者
就

業
・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
業

務
委

託

社
会

福
祉

法
人

あ
し

ー
ど

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

既
存

の
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
の

体
制

を
強

化
し

、
障

が
い

者
就

業
を

促
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

お
り

、
社

会
福

祉
法

人
あ

し
ー

ど
以

外
は

納
入

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
。

随
H

2
7
.5

.7

単
県

東
中

部
地

区
職

場
定

着
支

援
員

養
成

事
業

委
託

業
務

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

県
厚

生
事

業
団

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

既
存

の
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
の

体
制

を
強

化
し

、
就

職
し

た
障

が
い

者
の

定
着

推
進

を
目

的
と

し
て

お
り

、
社

会
福

祉
法

人
鳥

取
県

厚
生

事
業

団
以

外
は

納
入

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
。

随
H

2
7
.5

.1

単
県

西
部

地
区

職
場

定
着

支
援

員
養

成
事

業
委

託
業

務

社
会

福
祉

法
人

あ
し

ー
ど

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

既
存

の
障

害
者

就
業

・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
の

体
制

を
強

化
し

、
就

職
し

た
障

が
い

者
の

定
着

推
進

を
目

的
と

し
て

お
り

、
社

会
福

祉
法

人
あ

し
ー

ど
以

外
は

納
入

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
。

随
H

2
7
.5

.7

H
2
6
.6

.3
0
他

H
2
6
.7

.1
7
他

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
よ

る
随

意
契

約

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

-40-



予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

（
H

2
6
.4

.1
）

精
算

H
2
7
.5

.1
8

9
1
8
,0

0
0

9
1
8
,0

0
0

（
H

2
6
.4

.1
）

精
算

H
2
7
.5

.1
8

5
0
3
,4

5
6

6
8
9
,0

0
0

（
H

2
6
.4

.1
）

概
算

H
2
6
.7

.3
1

3
,3

4
4
,1

4
3

1
3
,3

7
6
,5

7
1

概
算

H
2
6
.1

0
.2

4
3
,3

4
4
,1

4
3

概
算

H
2
6
.1

1
.4

3
,3

4
4
,1

4
3

概
算

H
2
7
.1

.1
9

3
,3

4
4
,1

4
2

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

8
0
9
,9

0
4

本
庁

執
行

分
計

1
,0

2
7
,0

3
9
,6

9
1

出
納

機
関

執
行

分
計

7
,8

7
0
,1

2
5

東
京

本
部

 外

目
　

　
　

計
1
,0

3
4
,9

0
9
,8

1
6

概
算

H
2
6
.4

.2
1

8
,2

5
0
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.9
8
,2

5
0
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.7

6
,2

5
0
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
4

6
,2

0
6
,3

4
3

精
算

H
2
7
.5

.1
8

△
 3

5
,3

6
8

 予
定

価
格

が
5
0

万
円

 未
満

の
も

の 本
庁

執
行

分
計

2
8
,9

2
0
,9

7
5

出
納

機
関

執
行

分
計 目

　
　

　
計

2
8
,9

2
0
,9

7
5

（
H

2
6
.3

.2
8
）

8
5
,2

6
0
,3

4
3

労
働

福
祉

費
単

県
鳥

取
県

中
小

企
業

労
働

相
談

所
運

営
業

務
一

般
財

団
法

人
鳥

取
県

労
働

者
福

祉
協

議
会

8
4
,4

5
6
,0

0
0

（
H

2
4
.4

.1
）

8
4
,4

5
6
,0

0
0

H
2
4
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
4
.3

.2
1

（
免

除
）

H
2
7
.3

.3
1

今
回

分
の

委
託

期
間

は
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
4
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

随
H

2
7
.4

.1
4

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
よ

る
随

意
契

約

単
県

障
が

い
者

職
場

実
習

委
託

業
務

（
東

・
中

部
）

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

県
厚

生
事

業
団

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

随
H

2
7
.5

.1

単
県

障
が

い
者

職
場

実
習

委
託

業
務

（
西

部
）

社
会

福
祉

法
人

あ
し

ー
ど

－
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

(免
除

)
H

2
7
.3

.3
1

随
H

2
7
.5

.7

（
免

除
）

H
2
7
.3

.3
1

単
県

1
3
,3

7
7
,0

0
0

H
2
6
.3

.2
7

中
高

年
就

業
促

進
支

援
員

養
成

事
業

（
株

）
パ

ソ
ナ

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.5

.1
1

労
政

総
務

費

労
政

総
務

費

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

労
政

総
務

費

-41-



予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

概
算

H
2
7
.3

.2
7

1
,2

5
0
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.1
1

△
 1

,1
8
4
,7

6
2

(免
除

)

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

6
5
,2

3
8

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
6
5
,2

3
8

1
2
,2

5
8
,0

0
0

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

1
2
,2

5
8
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

1
4
7
,1

2
8
,0

8
7

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

外
目

　
　

　
計

1
5
9
,3

8
6
,0

8
7

国
補

若
年

者
等

技
能

承
継

推
進

事
業

委
託

鳥
取

県
若

年
技

能
者

等
技

能
承

継
推

進
協

議
会

（
　

　
H

2
7
.3

.1
1
　

）
3
7
,3

3
2
,0

0
0

H
2
7
.3

.1
1

～
H

2
8
.3

.3
1

当
該

事
業

の
内

容
は

、
そ

の
目

的
上

、
他

の
団

体
に

お
い

て
行

う
こ

と
は

で
き

な
い

も
の

で
あ

る
た

め
。

国
補

鳥
取

県
立

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
(耐

震
改

修
)

営
繕

課
へ

配
当

替
え

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

職
業

訓
練

校
費

職
業

訓
練

総
務

費
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予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

(H
2
6
.4

.1
)

概
算

H
2
6
.5

.7
4
5
6
,0

0
0

1
,8

2
4
,0

0
0

概
算

H
2
6
.7

.1
7

4
5
6
,0

0
0

概
算

H
2
6
.1

0
.1

0
4
5
6
,0

0
0

概
算

H
2
7
.1

.1
6

4
5
6
,0

0
0

精
算

H
2
7
.5

.1
5

△
 9

3
6
,1

5
7

3
,1

2
0
,2

5
0

3
,1

2
0
,2

5
0

3
,8

5
3
,9

8
8

△
 3

5
3
,0

0
0

△
 2

,0
8
6
,9

0
4

3
,8

8
8
,0

0
0

（
2
6
.1

1
.1

7
）

3
,8

7
7
,2

0
0

H
2
6
.1

1
.7

（
免

除
）

H
2
6
.1

2
.2

6

（
　

　
　

　
）

随
H

2
7
.1

.1
3

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

1
2
,4

1
9
,6

2
7

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
1
2
,4

1
9
,6

2
7

合
　

　
　

計
1
,2

3
5
,7

0
1
,7

4
3

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

（
H

2
6
.4

.1
）

1
6
,5

8
8
,0

0
0

（
免

除
）

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
6

随
（
H

2
7
.1

.1
6
）

7
,9

8
1
,0

0
0

概
算

概
算

概
算

返
戻

精
算

H
2
6
.4

.1
4

H
2
6
.7

.1
7

H
2
6
.1

0
.1

7
H

2
7
.2

.9
H

2
7
.5

.7

・
2
.9

の
返

戻
は

、
決

算
見

込
み

で
不

要
額

と
な

る
部

分
を

返
戻

し
、

4
.四

半
期

分
は

、
執

行
残

の
た

め
支

払
い

な
し

工
鉱

業
総

務
費

単
県

県
内

企
業

魅
力

発
見

支
援

事
業

鳥
取

県
中

小
企

業
団

体
中

央
会

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

－

工
鉱

業
総

務
費

単
県

県
内

産
業

の
人

材
育

成
・
確

保
促

進
事

業
(公

財
)鳥

取
県

産
業

振
興

機
構

1
,8

2
4
,0

0
0

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

-
(免

除
)

H
2
7
.3

.3
1

(公
財

)鳥
取

県
産

業
振

興
機

構
が

、
こ

れ
ま

で
の

人
材

育
成

関
連

事
業

の
実

施
に

よ
り

知
識

、
経

験
、

ノ
ウ

ハ
ウ

の
蓄

積
や

研
修

実
施

機
関

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
有

し
、

ま
た

県
内

企
業

の
現

状
を

熟
知

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
人

材
育

成
支

援
の

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
役

と
し

て
最

も
適

し
て

い
る

た
め

、
当

事
業

を
委

託
す

る
。

随
H

2
7
.4

.2
2

工
鉱

業
総

務
費

単
県

県
内

魅
力

発
信

人
材

確
保

事
業

株
式

会
社

ア
ス

テ
ム

H
2
6
.1

1
.1

7
～

H
2
7
.3

.2
5

精
算

H
2
7
.1

.2
8

3
,8

7
7
,2

0
0

契
約

期
間

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
起

工
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

（
変

更
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

（
H

2
7
.2

.1
6
）

（
H

2
7
.2

.2
7
）

H
2
7
.2

.2
0

H
2
7
.3

.1
8

1
1
,0

9
4
,8

4
0

1
1
,0

7
0
,0

0
0

(H
2
7
.2

.2
7
)

随
H

2
7
.3

.2
4

1
1
,0

7
0
,0

0
0

1
1
,0

7
0
,0

0
0

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）

～
(　

　
　

　
)

0

5
0
,2

4
1
,6

0
0

西
部

総
合

事
務

所

5
0
,2

4
1
,6

0
0

6
1
,3

1
1
,6

0
0

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

目
　

　
　

計

イ
オ

ン
デ

ィ
ラ

イ
ト

株
式

会
社

代
表

取
締

役 中
山

一
平

完
H

2
7
.2

.2
8
～

H
2
7
.3

.1
8

H
2
7
.4

.2
8

1
1
,0

7
0
,0

0
0

随
意

契
約

の
運

用
に

つ
い

て
（
昭

和
4
2
年

4
月

1
日

発
出

第
1
3
1
号

）
の

1
の

(2
)及

び
(1

2
)に

該
当

・
今

回
の

工
事

場
所

で
あ

る
イ

オ
ン

米
子

駅
前

店
の

所
有

者
イ

オ
ン

リ
ー

テ
ル

㈱
か

ら
同

店
の

建
物

管
理

を
専

属
に

行
う

イ
オ

ン
デ

ィ
ラ

イ
ト

㈱
に

よ
る

工
事

施
工

を
求

め
ら

れ
た

た
め

出
納

機
関

執
行

分
計

労
政

総
務

費
国

補
就

業
支

援
機

関
入

居
区

画
新

設
等

工
事

本
庁

執
行

分
計

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計

合
　

　
　

計

本
庁

執
行

分
計

職
業

訓
練

校
費

変
　

　
　

更
（
 解

　
除

 ）
の

 理
 由

・
  

内
 容

備
 　

考

工
　

　
期

支
出

区
分

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
検

　
 査

年
月

日
工

　
　

期

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目
（
目

）
国

補
単

県
の

別
工

　
　

事
　

　
名

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
年

月
日

(契
約

保
証

金
納

付
等

年
月

日
)

請
負

人

支
  

　
出

  
　

 状
　

  
況

実
地

完
成

年
月

日
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１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
9
,7

6
4
.9

9
0

0
0

2
9
,7

6
4
.9

9
0

(5
5
,9

3
2
.5

1
)

増
加

H
H

(5
5
,9

3
2
.5

1
)

2
7
,9

6
6
.2

5
減

少
H

H
2
7
,9

6
6
.2

5
計

2
7
,9

6
6
.2

5
不

明
0

0
2
7
,9

6
6
.2

5
不

明
合

計
5
7
,7

3
1
.2

4
不

明
0

0
5
7
,7

3
1
.2

4
不

明

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

0
0

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

合
計

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

0
0

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

　
ウ

　
山

　
林

　
～

　
ク

　
無

体
財

産
権

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
ケ

　
有

価
証

券

増
減

株
券

8
0
0
株

4
0
,0

0
0
,0

0
0
円

8
0
0
株

4
0
,0

0
0
,0

0
0
円

千
代

三
洋

工
業

株
式

会
社

合
　

　
　

計
8
0
0
株

4
0
,0

0
0
,0

0
0
円

0
0

8
0
0
株

4
0
,0

0
0
,0

0
0
円

（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

備
　

考

行
政

財
産

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校

倉
吉

市
福

庭
町

2
-
1

1
5
,6

1
6
.1

0
不

明
1
5
,6

1
6
.1

0
不

明

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

米
子

校

米
子

市
夜

見
町

3
0
0
1
-
8

1
4
,1

4
8
.8

9
不

明
1
4
,1

4
8
.8

9
不

明

普
通

財
産

(元
)米

子
勤

労
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー

米
子

市
尾

高
1
2
6
8
-
1
　

外
(1

0
3
,7

1
6
,8

8
7
)

5
1
,8

5
8
,4

4
4

(1
0
3
,7

1
6
,8

8
7
)

5
1
,8

5
8
,4

4
4

県
･米

子
市

共
有

1
/
2

　
　

イ
　

建
　

物
（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

備
　

考

行
政

財
産

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校

倉
吉

市
福

庭
町

2
-
1

4
,3

4
0
.4

9
4
4
1
,4

6
8
,5

5
9

4
,3

4
0
.4

9
4
4
1
,4

6
8
,5

5
9

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

米
子

校

米
子

市
夜

見
町

3
0
0
1
-
8

4
,7

0
8
.6

3
4
0
7
,6

6
2
,8

6
7

4
,7

0
8
.6

3
4
0
7
,6

6
2
,8

6
7

備
　

考

（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

区
　

　
　

分
前

年
度

末
（
数

量
、

金
額

）

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末
（
数

量
、

金
額

）
法

人
名
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コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

前
年

度
末

本
年

度
末

（
数

量
、

金
額

）
増

減
（
数

量
、

金
額

）

円
円

円
円

1
,0

0
0
,0

0
0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,2

6
6
,7

0
0
,0

0
0

0
1
0
4
,0

0
0
,0

0
0

1
,1

6
2
,7

0
0
,0

0
0

 （
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

購
 
入

 
額

使
 
用

 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き
9
,
7
3
0

6
2
,
2
6
4

6
2
,
9
4
2

9
,
0
5
2

収
入

印
紙

0
0

0
0

収
入

証
紙

0
0

0
0

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券
0

0
0

0

鉄
道

バ
ス

プ
リ

ペ
ー

ド
カ

ー
ド

0
0

0
0

合
　

　
計

9
,
7
3
0

6
2
,
2
6
4

6
2
,
9
4
2

9
,
0
5
2

地
域

雇
用

環
境

整
備

基
金

合
　

　
計

1
,2

6
7
,7

0
0
,0

0
0

出
損

金

出
損

金

財
団

法
人

ふ
る

さ
と

鳥
取

県
定

住
機

構

財
団

法
人

ふ
る

さ
と

鳥
取

県
定

住
機

構

0
1
0
4
,0

0
0
,0

0
0

（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

区
　

　
分

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

法
　

人
　

名
備

　
　

　
考

基
金

財
産

（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

備
　

　
　

　
考

1
,1

6
3
,7

0
0
,0

0
0

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末
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イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

 （
３

）
基

　
金

増
減

円
円

円
円

 緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
従

来
）

7
8
,9

4
0
,5

3
8

  
  

 
2
4
2
,9

1
5

  
  

  
 

7
9
,1

7
7
,2

7
1

  
 

6
,1

8
2

  
  

  
  

  
  

 緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
重

点
）

2
4
9
,2

3
3
,7

8
3

  
 

3
,0

8
3
,5

7
3

  
  

 
2
5
2
,2

9
7
,6

5
6

 
1
9
,7

0
0

  
  

  
  

  

 緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
震

災
）

2
8
,3

0
6
,7

3
2

  
  

 
5
9
,8

9
5

  
  

  
  

 
2
8
,3

6
4
,4

1
2

  
 

2
,2

1
5

  
  

  
  

  
  

 緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
起

業
支

援
）

3
6
9
,1

5
1
,8

3
7

  
 

1
,9

1
2
,9

3
1

  
  

 
1
8
8
,0

8
4
,1

7
9

 
1
8
2
,9

8
0
,5

8
9

  
 

 緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
地

域
人

づ
く
り

）

1
,2

4
1
,2

0
0
,0

0
0

 
6
2
2
,2

8
2
,7

8
5

 
6
1
8
,9

1
7
,2

1
5

 

合
　

　
計

1
,9

6
6
,8

3
2
,8

9
0

 
5
,2

9
9
,3

1
4

 
1
,1

7
0
,2

0
6
,3

0
3

 
8
0
1
,9

2
5
,9

0
1

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 （

平
成

２
７

年
３

月
３

１
日

現
在

）

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

備
考

４
６

，
７

７
０

円

使
用

枚
数

及
び

金
額

６
１

枚
０

枚
２

１
枚

４
０

枚（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
備

　
　

　
考

購
入

枚
数
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(
４

)
 
債

　
権

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

円
件

円
件

円
件

円
件

財
産

貸
付

収
入

1
3
7
,5

2
9

3
4
6
,7

8
1

9
0
,7

4
8

3

一
般

会
計

計
1
3
7
,5

2
9

3
0

0
4
6
,7

8
1

0
9
0
,7

4
8

3

合
　

　
　

計
1
3
7
,5

2
9

3
0

0
4
6
,7

8
1

0
9
0
,7

4
8

3

債
 権

 の
 名

 称
前

　
年

　
度

　
末

　
現

　
在

　
高

本
　

　
　

年
　

　
　

度
　

　
　

中
本

　
年

　
度

　
末

　
現

　
在

　
高

備
　

考
増

減

（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
現

在
）
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２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

月
額

・
年

額

計
0

無
償

0

年
額

転
貸

許
可

に

2
8
1

2
8
1

係
る

も
の

年
額

2
9
,2

5
0

2
9
,2

5
0

年
額

1
5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

計
4
4
,5

3
1

合
計

4
4
,5

3
1

　
　

イ
　

建
　

　
物

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
（
２

）
　

物
　

品
　

・
・
・
　

該
当

な
し

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）
備

　
考

行
政

財
産

H
1
5
.3

.3
1

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

普
通

財
産

(元
)米

子
市

勤
労

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

米
子

市
尾

高
1
2
6
8
-
1

他
(5

5
,9

3
2
.5

1
)

2
7
9
6
6
.2

5
5

H
2
5
.3

.3
1

電
力

供
給

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
4
3
他

電
柱

1
5
本

、
支

線
2
1
条

、
支

柱
3
本

H
2
4
.4

.1

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

上
水

道
給

水
管

布
設

米
子

市
尾

高
2
3
2
8
-
2

他
上

記
の

う
ち

1
.3

6
H

2
5
.3

.3
1

H
1
5
.3

.3
1

通
信

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
6
9
-
7

他
電

柱
4
本

、
支

線
1
6
条

H
2
4
.4

.1
H

4
.4

.1
H

2
4
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

H
4
.4

.1
H

2
4
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

米
子

市
加

茂
町

２
丁

目
５

１
中

国
電

力
株

式
会

社
米

子
営

業
所

長
鳥

取
市

湯
所

２
丁

目
２

５
８

西
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
鳥

取
支

店
長
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２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

月
額

・
年

額

無
償

月
額

 ・
年

額 2
2
4
,5

5
0

月
額

 ・
年

額 1
6
5
,3

9
1

月
額

 ・
年

額 1
8
,6

8
4

月
額

 ・
年

額 4
5
9
,9

9
3

月
額

 ・
年

額 3
9
,9

8
8

合
　

計
1
0
,9

0
3
,2

7
2

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

5
,5

1
9
,9

1
6

広
島

県
広

島
市

南
区

段
原

南
1
-
3
-
5
2

イ
オ

ン
リ

テ
ー

ル
株

式
会

社
中

四
国

カ
ン

パ
ニ

ー
支

店
長

　
永

田
浩

二

2
2
4
,2

0
8

倉
吉

市
山

根
５

５
７

－
１

パ
ー

プ
ル

タ
ウ

ン
株

式
会

社
代

表
取

締
役

　
　

酒
井

　
靖

祐
4
者

契
約

建
物

－
よ

な
ご

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
米

子
市

末
広

町
３

１
１

番
地

イ
オ

ン
米

子
駅

前
店

2
5
6

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

1
,9

8
4
,6

9
2

東
京

都
千

代
田

区
内

幸
町

2
-
2
-
2

富
国

生
命

保
険

相
互

会
社

代
表

取
締

役
社

長
　

米
山

　
好

映
増

床
分

建
物

－
く
ら

よ
し

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
倉

吉
市

山
根

５
５

７
－

１
パ

ー
プ

ル
タ

ウ
ン

(9
6
.0

3
)

6
.6

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

2
,6

9
4
,6

0
0

東
京

都
千

代
田

区
内

幸
町

2
-
2
-
2

富
国

生
命

保
険

相
互

会
社

代
表

取
締

役
社

長
　

米
山

　
好

映
3
者

契
約

建
物

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
と

っ
と

り
若

者
仕

事
ぷ

ら
ざ

鳥
取

市
扇

町
７

鳥
取

フ
コ

ク
生

命
駅

前
ビ

ル
6
6
.6

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

0
鳥

取
市

尚
徳

町
1
1
6

鳥
取

市
鳥

取
市

長
使

用
許

可

建
物

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
と

っ
と

り
若

者
仕

事
ぷ

ら
ざ

鳥
取

市
扇

町
７

鳥
取

フ
コ

ク
生

命
駅

前
ビ

ル
(1

4
4
.4

)
7
2
.2

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

土
地

宅
地

と
っ

と
り

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
来

所
者

用
駐

車
場

鳥
取

市
富

安
２

－
１

３
８

－
４

鳥
取

市
役

所
駅

南
庁

舎
駐

車
場

㎡
1
0
0

無

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

数
量

又
は

面
　

　
　

積

契
　

約
　

の
　

状
　

況

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間

借
　

　
料

　
（
円

）

住
　

　
所

氏
　

　
名

H
2
6
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

4
7
9
,8

5
6

東
京

都
世

田
谷

区
松

原
３

－
２

－
１

０
有

限
会

社
桑

本
興

産
代

表
取

締
役

　
桑

本
　

眞
一

郎

H
2
5
.4

.1
～

H
2
8
.3

.3
1

建
物

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
鳥

取
県

版
ジ

ョ
ブ

コ
ー

チ
セ

ン
タ

ー
米

子
市

道
笑

町
２

－
３

－
２

１
桑

本
ビ

ル
１

Ｆ
1
3
.2

0
有

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し
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２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

○
　

意
見

、
要

望
等

個
　

数

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

平
成

2
7
年

2
月

2
5
日

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

特
に

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

特
に

な
し
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